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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　主軸と送り軸との同期運転を制御する工作機械の制御装置であって、
　タップ加工プログラムに基づき主軸指令及び送り軸指令を作成する数値制御部と、
　前記主軸指令に従って前記主軸の回転動作を制御する主軸制御部と、
　前記主軸の回転位置を検出する回転検出部と、
　前記送り軸指令に従って、前記回転位置に基づき前記送り軸の送り動作を制御する送り
軸制御部とを具備し、
　前記数値制御部は、加工開始位置から目標ねじ深さに至る間の前記主軸の総回転量と最
高回転速度とを前記タップ加工プログラムから取得して、該総回転量と該最高回転速度と
を前記主軸指令として前記主軸制御部に送る主軸指令出力部を備え、
　前記主軸制御部は、
　前記最高回転速度を目標値とする速度制御により前記加工開始位置から前記主軸を、駆
動源の許容電流を最大限に利用した最大能力で加速回転させる初期動作制御部と、
　前記最大能力での加速回転中に前記回転位置に基づき前記主軸の最大加速度を検出する
最大加速度検出部と、
　前記総回転量と前記回転位置とに基づき、現在位置から前記目標ねじ深さに至るまでの
前記主軸の残回転量を検出する残回転量検出部と、
　前記回転位置に基づき前記主軸の現在速度を検出する現在速度検出部と、
　前記最大能力での加速回転の後に、速度制御により前記主軸を減速回転させて予め定め
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た中間回転速度に到達させる減速動作制御部と、
　前記主軸が前記中間回転速度に到達した後に、前記最大加速度と前記残回転量と前記現
在速度とに基づき、位置制御により前記主軸を前記最大加速度に対応する最大減速度で減
速回転させて前記目標ねじ深さに到達させる位置決め動作制御部とを備え、
　前記減速動作制御部は、前記減速回転のための速度指令を、前記残回転量と前記現在速
度とを用いて逐次更新し、前記主軸を前記中間回転速度に到達させたときの前記残回転量
が、前記位置制御の下で前記目標ねじ深さに到達するまでの前記主軸の位置決め回転量と
等しくなるように、逐次更新される該速度指令により前記主軸を減速回転させる、
制御装置。
【請求項２】
　前記主軸指令出力部は、前記目標ねじ深さから戻り完了位置に至る間の前記主軸の総戻
り回転量と最高戻り回転速度とを前記タップ加工プログラムから取得して、該総戻り回転
量と該最高戻り回転速度とを前記主軸指令として前記主軸制御部に送り、
　前記初期動作制御部は、前記最高戻り回転速度を目標値とする速度制御により、前記目
標ねじ深さから、又は前記目標ねじ深さよりも予め定めた回転数だけ戻った初期戻り位置
から、前記主軸を駆動源の許容電流を最大限に利用した最大能力で加速逆回転させ、
　前記最大加速度検出部は、前記主軸が前記目標ねじ深さから加速逆回転する間の前記主
軸の逆回転の最大加速度を検出又は取得し、
　前記残回転量検出部は、前記総戻り回転量と前記回転位置とに基づき、現在位置から前
記戻り完了位置に至るまでの前記主軸の残戻り回転量を検出し、
　前記現在速度検出部は、前記回転位置に基づき前記主軸の逆回転の現在速度を検出し、
　前記減速動作制御部は、前記最大能力での加速逆回転の後に、速度制御により前記主軸
を減速逆回転させて予め定めた中間戻り回転速度に到達させ、
　前記位置決め動作制御部は、前記主軸が前記中間戻り回転速度に到達した後に、前記逆
回転の最大加速度と前記残戻り回転量と前記逆回転の現在速度とに基づき、位置制御によ
り前記主軸を前記逆回転の最大加速度に対応する最大減速度で減速逆回転させるとともに
前記戻り完了位置で停止させ、
　前記減速動作制御部は、前記減速逆回転のための速度指令を、前記残戻り回転量と前記
逆回転の現在速度とを用いて逐次更新し、前記主軸を前記中間戻り回転速度に到達させた
ときの前記残戻り回転量が、前記位置制御の下で前記戻り完了位置で停止するまでの前記
主軸の位置決め戻り回転量と等しくなるように、逐次更新される該速度指令により前記主
軸を減速逆回転させる、
請求項１に記載の制御装置。
【請求項３】
　前記位置決め動作制御部は、前記主軸を前記目標ねじ深さで停止させ、
　前記初期動作制御部は、前記目標ねじ深さから前記主軸を前記最大能力で加速逆回転さ
せ、
　前記最大加速度検出部は、前記最大能力での加速逆回転中に前記回転位置に基づき前記
逆回転の最大加速度を検出する、
請求項２に記載の制御装置。
【請求項４】
　前記位置決め動作制御部は、前記主軸を前記目標ねじ深さで停止させずに、前記目標ね
じ深さへの到達後、位置制御により前記主軸を前記初期戻り位置まで、前記最大能力での
減速回転における最大減速度と同じ逆回転の最大加速度で加速逆回転させ、
　前記初期動作制御部は、前記初期戻り位置から前記主軸を前記最大能力で加速逆回転さ
せ、
　前記最大加速度検出部は、前記最大減速度を前記逆回転の最大加速度として取得する、
請求項２に記載の制御装置。
【請求項５】
　前記数値制御部は、前記残回転量を監視して前記残回転量が第１の所定値以下になった
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ときに、タップ加工が前記目標ねじ深さに達したと判断する、請求項２～４のいずれか１
項に記載の制御装置。
【請求項６】
　前記数値制御部は、前記残戻り回転量を監視して前記残戻り回転量が第２の所定値以下
になったときに、戻り動作が完了したと判断する、請求項２～５のいずれか１項に記載の
制御装置。
【請求項７】
　前記送り軸の送り位置を検出する送り検出部をさらに具備し、
　前記数値制御部は、前記加工開始位置から前記目標ねじ深さに至る間の前記送り軸の総
送り量とねじピッチとを前記タップ加工プログラムから取得して、該総送り量と該ねじピ
ッチとを前記送り軸指令として前記送り軸制御部に送る送り軸指令出力部を備え、
　前記送り軸制御部は、
　前記ねじピッチと前記回転位置とに基づき前記送り軸の送り動作を制御する送り動作制
御部と、
　前記総送り量と前記送り位置とに基づき、現在位置から前記目標ねじ深さに至るまでの
前記送り軸の残送り量を検出する残送り量検出部とを備える、
請求項１～６のいずれか１項に記載の制御装置。
【請求項８】
　前記数値制御部は、前記残回転量に基づき前記主軸の現在位置を認識するとともに前記
残送り量に基づき前記送り軸の現在位置を認識する位置認識部を備える、請求項７に記載
の制御装置。
【請求項９】
　前記数値制御部は、前記残回転量と前記残送り量と前記ねじピッチとに基づき、前記同
期運転の同期誤差を計算する同期誤差計算部を備える、請求項７又は８に記載の制御装置
。
【請求項１０】
　前記送り軸の送り位置を検出する送り検出部をさらに具備し、
　前記数値制御部は、タップ加工が前記目標ねじ深さに達したと判断したときに、前記目
標ねじ深さから前記戻り完了位置に至る間の前記送り軸の総戻り送り量とねじピッチとを
前記タップ加工プログラムから取得して、該総戻り送り量と該ねじピッチとを前記送り軸
指令として前記送り軸制御部に送る送り軸指令出力部を備え、
　前記送り軸制御部は、
　前記ねじピッチと前記回転位置とに基づき前記送り軸の戻り送り動作を制御する送り動
作制御部と、
　前記総戻り送り量と前記送り位置とに基づき、現在位置から前記戻り完了位置に至るま
での前記送り軸の残戻り送り量を検出する残送り量検出部とを備える、
請求項２～６のいずれか１項に記載の制御装置。
【請求項１１】
　前記数値制御部は、前記残戻り回転量に基づき前記主軸の現在位置を認識するとともに
前記残戻り送り量に基づき前記送り軸の現在位置を認識する位置認識部を備える、請求項
１０に記載の制御装置。
【請求項１２】
　前記数値制御部は、前記残戻り回転量と前記残戻り送り量と前記ねじピッチとに基づき
、前記同期運転の同期誤差を計算する同期誤差計算部を備える、請求項１０又は１１に記
載の制御装置。
【請求項１３】
　主軸と送り軸との同期運転を制御する工作機械の制御装置であって、
　タップ加工プログラムに基づき主軸指令及び送り軸指令を作成する数値制御部と、
　前記主軸指令に従って前記主軸の回転動作を制御する主軸制御部と、
　前記主軸の回転位置を検出する回転検出部と、
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　前記送り軸指令に従って、前記回転位置に基づき前記送り軸の送り動作を制御する送り
軸制御部とを具備し、
　前記数値制御部は、目標ねじ深さから戻り完了位置に至る間の前記主軸の総戻り回転量
と最高戻り回転速度とを前記タップ加工プログラムから取得して、該総戻り回転量と該最
高戻り回転速度とを前記主軸指令として前記主軸制御部に送る主軸指令出力部を備え、
　前記主軸制御部は、
　前記最高戻り回転速度を目標値とする速度制御により、前記目標ねじ深さから、又は前
記目標ねじ深さよりも予め定めた回転数だけ戻った初期戻り位置から、前記主軸を駆動源
の許容電流を最大限に利用した最大能力で加速逆回転させる初期動作制御部と、
　前記主軸が前記目標ねじ深さから加速逆回転する間の前記主軸の逆回転の最大加速度を
検出又は取得する最大加速度検出部と、
　前記総戻り回転量と前記回転位置とに基づき、現在位置から前記戻り完了位置に至るま
での前記主軸の残戻り回転量を検出する残回転量検出部と、
　前記回転位置に基づき前記主軸の逆回転の現在速度を検出する現在速度検出部と、
　前記最大能力での加速逆回転の後に、速度制御により前記主軸を減速逆回転させて予め
定めた中間戻り回転速度に到達させる減速動作制御部と、
　前記主軸が前記中間戻り回転速度に到達した後に、前記逆回転の最大加速度と前記残戻
り回転量と前記逆回転の現在速度とに基づき、位置制御により前記主軸を前記逆回転の最
大加速度に対応する最大減速度で減速逆回転させるとともに前記戻り完了位置で停止させ
る位置決め動作制御部とを備え、
　前記減速動作制御部は、前記減速逆回転のための速度指令を、前記残戻り回転量と前記
逆回転の現在速度とを用いて逐次更新し、前記主軸を前記中間戻り回転速度に到達させた
ときの前記残戻り回転量が、前記位置制御の下で前記戻り完了位置で停止するまでの前記
主軸の位置決め戻り回転量と等しくなるように、逐次更新される該速度指令により前記主
軸を減速逆回転させる、
制御装置。
【請求項１４】
　主軸と送り軸との同期運転を制御する工作機械の制御方法であって、
　制御装置が、
　加工開始位置から目標ねじ深さに至る間の前記主軸の総回転量と最高回転速度とをタッ
プ加工プログラムから取得するステップと、
　前記最高回転速度を目標値とする速度制御により前記加工開始位置から前記主軸を、駆
動源の許容電流を最大限に利用した最大能力で加速回転させるステップと、
　前記最大能力での加速回転中に前記主軸の回転位置フィードバック値に基づき前記主軸
の最大加速度を検出するステップと、
　前記総回転量と前記回転位置フィードバック値とに基づき、現在位置から前記目標ねじ
深さに至るまでの前記主軸の残回転量を検出するステップと、
　前記回転位置フィードバック値に基づき前記主軸の現在速度を検出するステップと、
　前記最大能力での加速回転の後に、速度制御により前記主軸を減速回転させて予め定め
た中間回転速度に到達させるステップと、
　前記主軸が前記中間回転速度に到達した後に、前記最大加速度と前記残回転量と前記現
在速度とに基づき、位置制御により前記主軸を前記最大加速度に対応する最大減速度で減
速回転させて前記目標ねじ深さに到達させるステップと、
を備え、
　前記中間回転速度に到達させるステップは、前記減速回転のための速度指令を、前記残
回転量と前記現在速度とを用いて逐次更新し、前記主軸を前記中間回転速度に到達させた
ときの前記残回転量が、前記位置制御の下で前記目標ねじ深さに到達するまでの前記主軸
の位置決め回転量と等しくなるように、逐次更新される該速度指令により前記主軸を減速
回転させるステップを含む、
制御方法。
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【請求項１５】
　主軸と送り軸との同期運転を制御する工作機械の制御方法であって、
　制御装置が、
　目標ねじ深さから戻り完了位置に至る間の前記主軸の総戻り回転量と最高戻り回転速度
とをタップ加工プログラムから取得するステップと、
　前記最高戻り回転速度を目標値とする速度制御により、前記目標ねじ深さから、又は前
記目標ねじ深さよりも予め定めた回転数だけ戻った初期戻り位置から、前記主軸を駆動源
の許容電流を最大限に利用した最大能力で加速逆回転させるステップと、
　前記主軸が前記目標ねじ深さから加速逆回転する間の逆回転の最大加速度を検出又は取
得するステップと、
　前記総戻り回転量と前記主軸の回転位置フィードバック値とに基づき、現在位置から前
記戻り完了位置に至るまでの前記主軸の残戻り回転量を検出するステップと、
　前記回転位置フィードバック値に基づき前記主軸の逆回転の現在速度を検出するステッ
プと、
　前記最大能力での加速逆回転の後に、速度制御により前記主軸を減速逆回転させて予め
定めた中間戻り回転速度に到達させるステップと、
　前記主軸が前記中間戻り回転速度に到達した後に、前記逆回転の最大加速度と前記残戻
り回転量と前記逆回転の現在速度とに基づき、位置制御により前記主軸を前記逆回転の最
大加速度に対応する最大減速度で減速逆回転させるとともに前記戻り完了位置で停止させ
るステップと、
を備え、
　前記中間戻り回転速度に到達させるステップは、前記減速逆回転のための速度指令を、
前記残戻り回転量と前記逆回転の現在速度とを用いて逐次更新し、前記主軸を前記中間戻
り回転速度に到達させたときの前記残戻り回転量が、前記位置制御の下で前記戻り完了位
置で停止するまでの前記主軸の位置決め戻り回転量と等しくなるように、逐次更新される
該速度指令により前記主軸を減速逆回転させるステップを含む、
制御方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、主軸と送り軸との同期運転を制御する工作機械の制御装置に関する。本発明
はまた、主軸と送り軸との同期運転を制御する工作機械の制御方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　主軸と送り軸との同期運転によりタップ加工を行う工作機械においては、加工精度を向
上させたりサイクルタイムを短縮したりするための構成が種々提案されている。例えば特
許文献１は、主軸の回転に送り軸が追従して動作しながらタップ加工を行うねじ加工装置
であって、主軸の回転速度及び回転加速度とねじピッチとから送り軸に対する送り指令値
を演算するとともに、主軸の実際の回転位置に従って送り指令値を補正することで、タッ
プ加工の精度を向上させるようにしたねじ加工装置を開示する。また特許文献２は、タッ
プ加工のために主軸と送り軸との同期制御を行う数値制御装置の主軸モータ加減速制御方
法であって、数値制御装置が、主軸の出力特性に対応する加減速指令を作成して、この加
減速指令により主軸を制御することで主軸の応答性を向上させ、結果としてサイクルタイ
ムを短縮できるようにした主軸モータ加減速制御方法を開示する。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特許第２６２９７２９号公報
【特許文献２】特許第３５５３７４１号公報
【発明の概要】
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【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　主軸と送り軸との同期運転によりタップ加工を行う工作機械では、一般に、主軸が有す
る加速能力に依存してサイクルタイムが決まる。数値制御装置が主軸の出力特性に対応す
る加減速指令を作成するために要するパラメータの設定や調整等の、高度な技術が要求さ
れる予備作業を行うことなく、より簡単な構成で、主軸の加速能力を最大限に発揮させる
制御を行ってサイクルタイムを短縮できるようにすることが望まれている。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　本発明の一態様は、主軸と送り軸との同期運転を制御する工作機械の制御装置であって
、タップ加工プログラムに基づき主軸指令及び送り軸指令を作成する数値制御部と、主軸
指令に従って主軸の回転動作を制御する主軸制御部と、主軸の回転位置を検出する回転検
出部と、送り軸指令に従って、回転位置に基づき送り軸の送り動作を制御する送り軸制御
部とを具備し、数値制御部は、加工開始位置から目標ねじ深さに至る間の主軸の総回転量
と最高回転速度とをタップ加工プログラムから取得して、総回転量と最高回転速度とを主
軸指令として主軸制御部に送る主軸指令出力部を備え、主軸制御部は、最高回転速度を目
標値とする速度制御により加工開始位置から主軸を、駆動源の許容電流を最大限に利用し
た最大能力で加速回転させる初期動作制御部と、最大能力での加速回転中に回転位置に基
づき主軸の最大加速度を検出する最大加速度検出部と、総回転量と回転位置とに基づき、
現在位置から目標ねじ深さに至るまでの主軸の残回転量を検出する残回転量検出部と、回
転位置に基づき主軸の現在速度を検出する現在速度検出部と、最大能力での加速回転の後
に、速度制御により主軸を減速回転させて予め定めた中間回転速度に到達させる減速動作
制御部と、主軸が中間回転速度に到達した後に、最大加速度と残回転量と現在速度とに基
づき、位置制御により主軸を最大加速度に対応する最大減速度で減速回転させて目標ねじ
深さに到達させる位置決め動作制御部とを備え、減速動作制御部は、減速回転のための速
度指令を、残回転量と現在速度とを用いて逐次更新し、主軸を中間回転速度に到達させた
ときの残回転量が、位置制御の下で目標ねじ深さに到達するまでの主軸の位置決め回転量
と等しくなるように、逐次更新される速度指令により主軸を減速回転させる、制御装置で
ある。
【０００６】
　本発明の他の態様は、主軸と送り軸との同期運転を制御する工作機械の制御装置であっ
て、タップ加工プログラムに基づき主軸指令及び送り軸指令を作成する数値制御部と、主
軸指令に従って主軸の回転動作を制御する主軸制御部と、主軸の回転位置を検出する回転
検出部と、送り軸指令に従って、回転位置に基づき送り軸の送り動作を制御する送り軸制
御部とを具備し、数値制御部は、目標ねじ深さから戻り完了位置に至る間の主軸の総戻り
回転量と最高戻り回転速度とをタップ加工プログラムから取得して、総戻り回転量と最高
戻り回転速度とを主軸指令として主軸制御部に送る主軸指令出力部を備え、主軸制御部は
、最高戻り回転速度を目標値とする速度制御により、目標ねじ深さから、又は目標ねじ深
さよりも予め定めた回転数だけ戻った初期戻り位置から、主軸を駆動源の許容電流を最大
限に利用した最大能力で加速逆回転させる初期動作制御部と、主軸が目標ねじ深さから加
速逆回転する間の主軸の逆回転の最大加速度を検出又は取得する最大加速度検出部と、総
戻り回転量と回転位置とに基づき、現在位置から戻り完了位置に至るまでの主軸の残戻り
回転量を検出する残回転量検出部と、回転位置に基づき主軸の逆回転の現在速度を検出す
る現在速度検出部と、最大能力での加速逆回転の後に、速度制御により主軸を減速逆回転
させて予め定めた中間戻り回転速度に到達させる減速動作制御部と、主軸が中間戻り回転
速度に到達した後に、逆回転の最大加速度と残戻り回転量と逆回転の現在速度とに基づき
、位置制御により主軸を逆回転の最大加速度に対応する最大減速度で減速逆回転させると
ともに戻り完了位置で停止させる位置決め動作制御部とを備え、減速動作制御部は、減速
逆回転のための速度指令を、残戻り回転量と逆回転の現在速度とを用いて逐次更新し、主
軸を中間戻り回転速度に到達させたときの残戻り回転量が、位置制御の下で戻り完了位置
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で停止するまでの主軸の位置決め戻り回転量と等しくなるように、逐次更新される速度指
令により主軸を減速逆回転させる、制御装置である。
【０００７】
　本発明のさらに他の態様は、主軸と送り軸との同期運転を制御する工作機械の制御方法
であって、制御装置が、加工開始位置から目標ねじ深さに至る間の主軸の総回転量と最高
回転速度とをタップ加工プログラムから取得するステップと、最高回転速度を目標値とす
る速度制御により加工開始位置から主軸を、駆動源の許容電流を最大限に利用した最大能
力で加速回転させるステップと、最大能力での加速回転中に主軸の回転位置フィードバッ
ク値に基づき主軸の最大加速度を検出するステップと、総回転量と回転位置フィードバッ
ク値とに基づき、現在位置から目標ねじ深さに至るまでの主軸の残回転量を検出するステ
ップと、回転位置フィードバック値に基づき主軸の現在速度を検出するステップと、最大
能力での加速回転の後に、速度制御により主軸を減速回転させて予め定めた中間回転速度
に到達させるステップと、主軸が中間回転速度に到達した後に、最大加速度と残回転量と
現在速度とに基づき、位置制御により主軸を最大加速度に対応する最大減速度で減速回転
させて目標ねじ深さに到達させるステップと、を備え、中間回転速度に到達させるステッ
プは、減速回転のための速度指令を、残回転量と現在速度とを用いて逐次更新し、主軸を
中間回転速度に到達させたときの残回転量が、位置制御の下で目標ねじ深さに到達するま
での主軸の位置決め回転量と等しくなるように、逐次更新される速度指令により主軸を減
速回転させるステップを含む、制御方法である。
【０００８】
　本発明のさらに他の態様は、主軸と送り軸との同期運転を制御する工作機械の制御方法
であって、制御装置が、目標ねじ深さから戻り完了位置に至る間の主軸の総戻り回転量と
最高戻り回転速度とをタップ加工プログラムから取得するステップと、最高戻り回転速度
を目標値とする速度制御により、目標ねじ深さから、又は目標ねじ深さよりも予め定めた
回転数だけ戻った初期戻り位置から、主軸を駆動源の許容電流を最大限に利用した最大能
力で加速逆回転させるステップと、主軸が目標ねじ深さから加速逆回転する間の逆回転の
最大加速度を検出又は取得するステップと、総戻り回転量と主軸の回転位置フィードバッ
ク値とに基づき、現在位置から戻り完了位置に至るまでの主軸の残戻り回転量を検出する
ステップと、回転位置フィードバック値に基づき主軸の逆回転の現在速度を検出するステ
ップと、最大能力での加速逆回転の後に、速度制御により主軸を減速逆回転させて予め定
めた中間戻り回転速度に到達させるステップと、主軸が中間戻り回転速度に到達した後に
、逆回転の最大加速度と残戻り回転量と逆回転の現在速度とに基づき、位置制御により主
軸を逆回転の最大加速度に対応する最大減速度で減速逆回転させるとともに戻り完了位置
で停止させるステップと、を備え、中間戻り回転速度に到達させるステップは、減速逆回
転のための速度指令を、残戻り回転量と逆回転の現在速度とを用いて逐次更新し、主軸を
中間戻り回転速度に到達させたときの残戻り回転量が、位置制御の下で戻り完了位置で停
止するまでの主軸の位置決め戻り回転量と等しくなるように、逐次更新される速度指令に
より主軸を減速逆回転させるステップを含む、制御方法である。
【発明の効果】
【０００９】
　一態様に係る制御装置によれば、主軸に加工開始位置から目標ねじ深さまでの切削動作
を行わせる際に、数値制御部が主軸制御部に対して、主軸の総回転量と最高回転速度のみ
を主軸指令として通知し、主軸制御部がこの主軸指令に従い、最高回転速度を目標に許容
電流を最大限に使用した最大出力で主軸を加速させて切削動作を実行するとともに、その
間の最大加速度と主軸の残回転量及び現在速度とに基づき、主軸を最大減速度で減速させ
ながら目標ねじ深さまでの切削動作を最短時間で継続実行して目標ねじ深さに到達させる
構成としたから、数値制御部に対し主軸の出力特性に対応する加減速指令を作成するため
のパラメータの設定や調整等を行う必要がなく、より簡単な構成で、主軸の加速能力を最
大限に発揮させる加減速制御を行って、タップ加工のサイクルタイムを短縮することが可
能になる。しかも、主軸の最大能力での加速回転の後に、主軸の残回転量と現在速度とに
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応じて、減速回転のための速度指令を逐次更新して主軸を減速回転させ、中間回転速度に
達したときの残回転量が位置決め回転量と等しくなる速度制御を実行するようにしたから
、主軸を最大能力で減速させる位置制御への、速度制御からの切り替えを、待ち時間を要
することなく円滑に行うことができ、以て、タップ加工のサイクルタイムをさらに短縮す
ることができるとともに、速度制御から位置制御への切替時における加速度の急激な変化
により主軸に生じ得る機械構造上の衝撃を軽減できる。
【００１０】
　他の態様に係る制御装置によれば、主軸に目標ねじ深さから戻り完了位置までの戻り動
作を行わせる際に、数値制御部が主軸制御部に対して、主軸の総戻り回転量と最高戻り回
転速度のみを主軸指令として通知し、主軸制御部がこの主軸指令に従い、最高戻り回転速
度を目標に許容電流を最大限に使用した最大出力で主軸を加速させて戻り動作を実行する
とともに、その間の最大加速度と主軸の残戻り回転量及び現在速度とに基づき、主軸を最
大減速度で減速させながら戻り完了位置までの戻り動作を最短時間で継続実行して戻り完
了位置で停止させる構成としたから、数値制御部に対し主軸の出力特性に対応する加減速
指令を作成するためのパラメータの設定や調整等を行う必要がなく、より簡単な構成で、
主軸の加速能力を最大限に発揮させる加減速制御を行って、タップ加工のサイクルタイム
を短縮することが可能になる。しかも、主軸の最大能力での加速逆回転の後に、主軸の残
戻り回転量と現在速度とに応じて、減速逆回転のための速度指令を逐次更新して主軸を減
速逆回転させ、中間戻り回転速度に達したときの残戻り回転量が位置決め戻り回転量と等
しくなる速度制御を実行するようにしたから、主軸を最大能力で減速させる位置制御への
、速度制御からの切り替えを、待ち時間を要することなく円滑に行うことができ、以て、
タップ加工のサイクルタイムをさらに短縮することができるとともに、速度制御から位置
制御への切替時における加速度の急激な変化により主軸に生じ得る機械構造上の衝撃を軽
減できる。
【００１１】
　さらに他の態様に係る制御方法によれば、上記した制御装置の効果と同等の効果が奏さ
れる。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】工作機械制御装置の一実施形態の構成を示す機能ブロック図である。
【図２】工作機械制御方法の一実施形態としてのタップ加工の切削動作制御方法を示すフ
ローチャートである。
【図３】図２の実施形態における主軸の動作の一例を示す図である。
【図４】図２の実施形態における主軸の動作の他の例を示す図である。
【図５】工作機械制御方法の一実施形態としてのタップ加工の戻り動作制御方法を示すフ
ローチャートである。
【図６】工作機械制御方法の他の実施形態としてのタップ加工の切削及び戻り動作制御方
法を示すフローチャートである。
【図７】図６の実施形態における主軸の動作の一例を示す図である。
【図８】図６の実施形態における主軸の動作の他の例を示す図である。
【図９】図１の制御装置の変形例の構成を示す機能ブロック図である。
【図１０】図１の制御装置の他の変形例の構成を示す機能ブロック図である。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　以下、添付図面を参照して本発明の実施の形態を説明する。全図面に渡り、対応する構
成要素には共通の参照符号を付す。
【００１４】
　図１は、一実施形態による工作機械の制御装置１０の構成を機能ブロックで示す。制御
装置１０は、主軸１２と送り軸１４との同期運転によりタップ加工を行う工作機械（例え
ば旋盤、ボール盤、マシニングセンタ等）において、送り軸１４が、タップ加工プログラ
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ムＰで指定されるねじピッチを考慮しながら、主軸１２の回転動作に追従するように動作
する同期運転（いわゆるマスター・スレーブ同期方式）を制御するものである。図示しな
いが、主軸１２は、ワークや工具を把持する把持部を加工に必要な速度で回転運動させる
サーボモータ等の駆動装置に設定される制御軸である。図示しないが、送り軸１４は、ワ
ークや工具を支持する支持部を加工に必要な速度で送り運動させるサーボモータ等の駆動
装置に設定される制御軸である。例えば旋盤では、主軸１２で回転するワークに対して工
具を送り軸１４で直線送りしたり、主軸１２で回転するワークを工具に対して送り軸１４
で直線送りしたりすることができる。またボール盤では、主軸１２で回転する工具をワー
クに対して送り軸１４で直線送りしたり、主軸１２で回転する工具に対してワークを送り
軸１４で直線送りしたりすることができる。いずれの場合も、動作中の加減速トルクに比
較的余裕の有る送り軸１４が、動作中の加減速トルクに比較的余裕の無い主軸１２に追従
するように動作することで、同期誤差を低減して加工精度を向上させることができる。な
お本発明において、工作機械の構成は特に限定されない。
【００１５】
　制御装置１０は、タップ加工プログラムＰに基づき主軸指令ＣＳ及び送り軸指令ＣＦを
作成する数値制御部１６と、主軸指令ＣＳに従って主軸１２の回転動作を制御する主軸制
御部１８と、主軸１２の回転位置を検出する回転検出部２０と、送り軸指令ＣＦに従って
、回転検出部２０が検出した回転位置に基づき送り軸１４の送り動作を制御する送り軸制
御部２２とを備える。数値制御部１６は、タップ加工プログラムＰを解釈するプログラム
解釈部２４と、プログラム解釈部２４の解釈に従い主軸指令ＣＳを作成して、主軸制御部
１８に主軸指令ＣＳを送る主軸指令出力部２６と、プログラム解釈部２４の解釈に従い送
り軸指令ＣＦを作成して、送り軸制御部２２に送り軸指令ＣＦを送る送り軸指令出力部２
８とを備える。数値制御部１６は、公知のＣＮＣ装置のハードウェア構成を有することが
できる。
【００１６】
　主軸指令出力部２６は、タップ加工の開始に先立ち、プログラム解釈部２４が解釈した
タップ加工プログラムＰの指令値から、加工開始位置（回転位置）から目標ねじ深さ（回
転位置）に至る間の主軸１２の総回転量Ｓ０と最高回転速度Ｖ０とを取得して、これら総
回転量Ｓ０と最高回転速度Ｖ０とを主軸指令ＣＳとして主軸制御部１８に送る。例えばタ
ップ加工プログラムＰが、主軸１２の最高回転速度（この例では１分間当りの最大回転数
）Ｖ０を３０００ｒｅｖ／ｍｉｎとして、ねじピッチ１．２５ｍｍ、ねじ深さ３０ｍｍの
雌ねじを加工する指令を含む場合、加工開始位置から目標ねじ深さに至る間の主軸１２の
総回転量Ｓ０は、３０÷１．２５＝２４（ｒｅｖ）となるから、主軸指令出力部２６は、
Ｖ０＝３０００（ｒｅｖ／ｍｉｎ）とＳ０＝２４（ｒｅｖ）とを主軸制御部１８に通知す
る。このように主軸指令ＣＳは、主軸１２を目標ねじ深さまで回転運動させるための位置
指令や加減速指令を含まないものとなっている。
【００１７】
　主軸制御部１８は、回転検出部２０が検出した主軸１２の回転位置ＦＢＳ（すなわちフ
ィードバック値）を用いて、一般的なフィードバック制御により主軸１２の回転動作を制
御する。送り軸制御部２２は、送り軸１４の送り位置のフィードバック値に加えて、主軸
１２の回転位置ＦＢＳを用いて、フィードバック制御により主軸１２の動作に追従する送
り軸１４の送り動作を制御する。なお回転検出部２０は、主軸１２の駆動装置の動作位置
を検出するエンコーダ等の位置検出器（図示せず）の出力から、回転位置ＦＢＳを取得す
ることができる。
【００１８】
　主軸制御部１８は、主軸指令出力部２６から送られた最高回転速度Ｖ０を目標値とする
速度制御により加工開始位置から主軸１２を最大能力で加速回転させる初期動作制御部３
０と、最大能力での加速回転中に回転位置ＦＢＳに基づき主軸１２の最大加速度Ａ０（単
位は例えばｒｅｖ／ｍｉｎ２）を検出する最大加速度検出部３２と、主軸指令出力部２６
から送られた総回転量Ｓ０と回転位置ＦＢＳとに基づき、現在位置（回転位置）から目標



(10) JP 6088581 B2 2017.3.1

10

20

30

40

50

ねじ深さに至るまでの主軸１２の残回転量Ｓｒを検出する残回転量検出部３４と、回転位
置ＦＢＳに基づき主軸１２の現在速度Ｖｃを検出する現在速度検出部３６と、最大能力で
の加速回転の後に、速度制御により主軸１２を減速回転させて予め定めた中間回転速度Ｖ
ｉに到達させる減速動作制御部３８と、主軸１２が中間回転速度Ｖｉに到達した後に、最
大加速度Ａ０と残回転量Ｓｒと現在速度Ｖｃとに基づき、位置制御により主軸１２を最大
能力で減速回転させて目標ねじ深さに到達させる位置決め動作制御部４０とを備える。位
置決め動作制御部４０は、主軸１２を目標ねじ深さで停止させるように構成できる。或い
は、位置決め動作制御部４０は、主軸１２を目標ねじ深さで停止させないように構成でき
る。
【００１９】
　制御装置１０は、工作機械を用いたタップ加工において、ワークの下穴を工具で目標ね
じ深さまで切削するための主軸１２の動作（本願で切削動作と称する）を制御することが
できる。また制御装置１０は、工作機械を用いたタップ加工において、ワークの下穴を目
標ねじ深さまで切削加工した後に工具をワークから引き抜くための主軸１２の動作（本願
で戻り動作と称する）を制御することができる。
【００２０】
　図２は、制御装置１０が実行する工作機械制御方法の一実施形態としての、タップ加工
における主軸１２の切削動作制御方法を示す。以下、図２に示す切削動作制御フローの一
例を図１と共に参照して、制御装置１０の構成の詳細を説明する。まずステップＳ１で、
数値制御部１６（主軸指令出力部２６）は主軸制御部１８に、主軸１２の総回転量Ｓ０と
最高回転速度Ｖ０とを指令する。ステップＳ２で、主軸制御部１８（初期動作制御部３０
、最大加速度検出部３２、残回転量検出部３４）は、加工開始位置から、最高回転速度Ｖ
０を目標速度として主軸１２を、駆動源の許容電流を最大限に利用した最大能力で加速回
転させて切削動作を実行し、その間の最大加速度Ａ０を検出するとともに、現在位置から
の残回転量Ｓｒを逐次検出する。検出した残回転量Ｓｒは、検出の都度、主軸制御部１８
が数値制御部１６に通知する。
【００２１】
　次にステップＳ３で、主軸制御部１８（現在速度検出部３６）は、最大能力での加速回
転中に現在速度Ｖｃを逐次検出し、検出の都度、現在速度Ｖｃが最高回転速度Ｖ０に到達
していないか否かを判断する。ＶｃがＶ０に到達していない場合、ステップＳ４で、主軸
制御部１８は、残回転量Ｓｒが総回転量Ｓ０の１／２以下になっているか否かを判断する
。ＳｒがＳ０の１／２以下になっている場合、ステップＳ５で、主軸制御部１８（減速動
作制御部３８）は、主軸１２を中間回転速度Ｖｉまで減速回転させて切削動作を継続実行
する。ＳｒがＳ０の１／２以下になっていない場合はステップＳ３に戻る。
【００２２】
　ここで図３を参照すると、現在速度Ｖｃが最高回転速度Ｖ０に到達する前に残回転量Ｓ
ｒが総回転量Ｓ０の１／２になった場合（ステップＳ３及びＳ４の判断がいずれもＹＥＳ
の場合）の、主軸１２の切削動作の一例が、速度－時間曲線（時間軸の上側の曲線）で示
されている。図３において、Ｖｂは、始動から速度Ｖｂまでは一定トルクでの加速（つま
り一定加速度）が可能な回転速度（例えば主軸モータの基底速度）として、主軸１２に予
め設定されたものであって、例えば制御装置１０のメモリ（図示せず）に制御用パラメー
タの１つとして格納できるものである。なお実用上、速度Ｖｂは、主軸モータの基底速度
（主軸モータと主軸１２との間に減速比が存在する場合は減速比を考慮した速度）以下で
あればよい。
【００２３】
　ステップＳ２における主軸１２の最大能力の加速回転は、図３の時間Ｔ１及びＴ２で実
行され、時間Ｔ１（加工開始位置での始動から速度Ｖｂに達するまでの時間）の一定加速
度の間に最大加速度Ａ０が検出される。主軸１２の回転速度がＶｂを超えると、主軸モー
タの特性により、主軸１２の加速度は最大加速度Ａ０から漸減する。残回転量Ｓｒが総回
転量Ｓ０の１／２になった（つまり加工開始からの回転量が総回転量Ｓ０の１／２になっ
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た）時点Ａ（ステップＳ４の判断がＹＥＳとなった時点）で、主軸１２の動作は加速回転
から減速回転に変わり、時間Ｔ３で、ステップＳ５における主軸１２の減速回転が実行さ
れる。
【００２４】
　時間Ｔ３（ステップＳ５）においても、主軸制御部１８（残回転量検出部３４、現在速
度検出部３６）は、主軸１２の現在位置からの残回転量Ｓｒ及び現在速度Ｖｃを逐次検出
する。そして主軸制御部１８（減速動作制御部３８）は、時間Ｔ３（ステップＳ５）にお
いて、速度制御により点Ａから主軸１２を中間回転速度Ｖｉまで減速回転させるが、この
間、減速回転のための速度指令Ｃｖを、残回転量Ｓｒと現在速度Ｖｃとを用いて逐次更新
する（速度指令Ｃｖを図３に破線で示す）。具体的には、減速動作制御部３８は、主軸１
２を所定の中間回転速度Ｖｉに到達させたときの主軸１２の残回転量Ｓｒが、位置決め動
作制御部４０による位置制御の下で目標ねじ深さに到達するまでの主軸１２の位置決め回
転量Ｓｐｏｓと等しくなるように、速度指令Ｃｖを逐次更新して、逐次更新される速度指
令Ｃｖにより主軸１２を減速回転させる。
【００２５】
　ここで、位置決め回転量Ｓｐｏｓは、位置決め動作制御部４０が主軸１２を、現在速度
Ｖｃ（以下の説明では１秒間当りの回転数（単位はｒｅｖ／ｓ）とする）から、ステップ
Ｓ２で検出した最大加速度Ａ０（ｒｅｖ／ｓ２）に対応する最大減速度Ａ０（負の値）で
減速したときに、Ｓｒ＝０かつＶｃ＝０となる（つまり目標ねじ深さに到達する）ことが
予測される時点Ｂ（図３）の位置に対応し、Ｓｒ＝０の点から見た残回転量Ｓｒ（負の値
）の絶対値として、以下の式により求められる。
　公式：Ｖｃ２＝２×｜Ａ０｜×｜Ｓｒ｜から、
　｜Ｓｒ｜＝Ｖｃ２／（２×｜Ａ０｜）＝Ｓｐｏｓ
【００２６】
　この実施形態では、点Ｂから目標ねじ深さまでの位置制御の演算を容易にするべく、主
軸１２を点Ｂから一定の最大減速度Ａ０で減速することを前提としている。したがって点
Ｂでは、主軸１２の現在速度ＶｃはＶｂに達しているものとする。つまり位置決め回転量
Ｓｐｏｓは、
　Ｓｐｏｓ＝Ｖｂ２／（２×｜Ａ０｜）
として求めることができる。そしてこの前提によれば、中間回転速度Ｖｉは、点Ｂでの主
軸の現在速度Ｖｂとなる。
【００２７】
　上記前提の下で、主軸１２を中間回転速度Ｖｉ（＝Ｖｂ）に到達させたときの残回転量
Ｓｒが主軸１２の位置決め回転量Ｓｐｏｓに等しいとした場合、時間Ｔ３における主軸１
２の残回転量（つまり現在位置）Ｓｒと現在速度Ｖｃ（ｒｅｖ／ｓ）と現在減速度Ａｃ（
ｒｅｖ／ｓ２）との関係は、以下の式で表わされる。
　公式：Ｖｃ２－Ｖｂ２＝２×｜Ａｃ｜×（Ｓｒ－Ｓｐｏｓ）から、
　｜Ａｃ｜＝（Ｖｃ２－Ｖｂ２）／（２×（Ｓｒ－Ｓｐｏｓ））
【００２８】
　時間Ｔ３（ステップＳ５）において、主軸制御部１８（減速動作制御部３８）は、主軸
１２の残回転量Ｓｒと現在速度Ｖｃとを常時監視して、上記した現在減速度Ａｃに速度指
令更新周期Ｔｃｔｌ（ｓｅｃ）（つまり減速動作制御部３８が速度指令を作成して主軸１
２に通知する周期）を乗じた値を現在速度Ｖｃ（つまり直前の速度指令Ｃｖ）から減算し
、新たな速度指令Ｃｖとする。速度指令Ｃｖは以下の式で表わされる。
　Ｃｖ＝Ｖｃ－Ａｃ×Ｔｃｔｌ
　この式に従って、減速動作制御部３８は、速度指令Ｃｖを速度指令更新周期Ｔｃｔｌで
逐次更新する。主軸１２は、点Ａから点Ｂに至る間、逐次更新される速度指令Ｃｖに従っ
て、減速度Ａｃを徐々に増加させながら減速回転し、中間回転速度Ｖｉ（＝Ｖｂ）まで減
速したと同時に点Ｂに到達する（図３）。
【００２９】
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　再び図２を参照すると、ステップＳ６で、主軸制御部１８（位置決め動作制御部４０）
は、主軸１２の残回転量Ｓｒの絶対値｜Ｓｒ｜が、｜Ｓｒ｜＝Ｖｂ２／（２×｜Ａ０｜）
（以下、等式１と称する）を満たしているか否か（つまり主軸１２の回転位置が点Ｂに到
達したか否か）を判断する。等式１を満たしている場合、ステップＳ７で、主軸制御部１
８（位置決め動作制御部４０）は、主軸１２を最大減速度Ａ０で減速回転してＳｒ＝０の
点（つまり目標ねじ深さ）に到達させるための指令（図３の動作例では、主軸１２を目標
ねじ深さで停止させるための指令）を作成し、この指令により主軸１２を位置制御する。
等式１を満たしていない場合は、等式１が満たされるまで判断を繰り返す。主軸１２は、
主軸制御部１８（位置決め動作制御部４０）からの指令に従い、点Ｂから目標ねじ深さに
向かって最大減速度Ａ０で減速回転して切削動作を実行し、Ｓｒ＝０になった時点で目標
ねじ深さに到達する（図３の動作例では、目標ねじ深さで停止する）。このように、点Ｂ
から目標ねじ深さに到達するまでの時間Ｔ４（図３）では、主軸制御部１８は主軸１２を
位置制御することになる（位置指令から求められた定加速度状の速度指令を破線で例示す
る）。
【００３０】
　ステップＳ３で、現在速度Ｖｃが最高回転速度Ｖ０に到達していると判断した場合、ス
テップＳ８で、主軸制御部１８は、最高回転速度Ｖ０に到達したときの主軸１２の、加工
開始位置からの回転量（つまり回転位置ＦＢＳ）を、加速時回転量Ｓａとして保存する。
そしてステップＳ９で、主軸制御部１８は、残回転量Ｓｒが加速時回転量Ｓａ以下になっ
ているか否かを判断する。ＳｒがＳａ以下になっている場合、ステップＳ５に進み、次い
でステップＳ６及びステップＳ７を実行して、目標ねじ深さまでの切削動作を行う。Ｓｒ
がＳａ以下になっていない場合は、ＳｒがＳａ以下になるまで判断を繰り返す。
【００３１】
　ここで図４を参照すると、残回転量Ｓｒが総回転量Ｓ０の１／２になる前に現在速度Ｖ
ｃが最高回転速度Ｖ０に到達した場合（ステップＳ３の判断がＮＯの場合）の、主軸１２
の切削動作の一例が、速度－時間曲線（時間軸の上側の曲線）で示されている。図４に示
すように、ステップＳ２における主軸１２の最大能力の加速回転が時間Ｔ１及びＴ２で実
行され、時間Ｔ１（加工開始位置での始動から速度Ｖｂに達するまでの時間）の一定加速
度の間に最大加速度Ａ０が検出される。主軸１２の回転速度がＶｂを超えると、主軸モー
タの特性により、主軸１２の加速度が最大加速度Ａ０から漸減する。主軸１２の現在速度
Ｖｃは、残回転量Ｓｒが総回転量Ｓ０の１／２になる前に最高回転速度Ｖ０に到達し、そ
の後、時間Ｔ５に渡り一定速度Ｖ０（加速度零）で主軸１２が回転して切削動作を継続す
る。残回転量Ｓｒが加速時回転量Ｓａに等しくなった時点Ａ（ステップＳ９の判断がＹＥ
Ｓとなった時点）で、主軸１２の動作は加速回転から減速回転に変わる。次いで、時間Ｔ
３（ステップＳ５）で、前述した減速度Ａｃを漸増させながらの主軸１２の減速回転（速
度制御）が実行され、時間Ｔ４（ステップＳ７）で、最大減速度Ａ０での主軸１２の減速
回転（位置制御）が実行される。時間Ｔ１、Ｔ２、Ｔ３及びＴ４では、主軸１２は図３に
示す動作と同様に動作する。
【００３２】
　図３及び図４のいずれの動作例においても、主軸制御部１８が主軸１２の加工開始位置
から目標ねじ深さまでの回転動作を制御する間、送り軸制御部２２（図１）は、主軸１２
の回転位置ＦＢＳを用いて、送り軸１４を主軸１２の動作に追従するように制御して送り
動作を行わせる。数値制御部１６は、主軸制御部１８がステップＳ１～ステップＳ９の処
理を実行する間、主軸制御部１８から通知される残回転量Ｓｒを監視して、残回転量Ｓｒ
が第１の所定値（零に近い極小値）以下になったときに、タップ加工が目標ねじ深さに達
したと判断する。
【００３３】
　工作機械を用いたタップ加工においては、ワークの下穴を目標ねじ深さまで切削加工し
た後、工具をワークから引き抜くための主軸１２の戻り動作を実行する必要がある。上記
実施形態において、位置決め動作制御部４０が主軸１２を目標ねじ深さで停止させるよう
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に構成される場合、制御装置１０は、この戻り動作に際し、加工開始位置から目標ねじ深
さまでの上記した切削動作制御と同様の制御を行うことができる。図５は、制御装置１０
が実行する工作機械制御方法の一実施形態としての、タップ加工における主軸１２の戻り
動作制御方法を示す。また図３及び図４は、前述した主軸１２の切削動作に加えて、同切
削動作に対応する主軸１２の戻り動作を、速度－時間曲線（時間軸の下側の曲線）で示し
ている。以下、図３～図５を図１と共に参照して、制御装置１０による戻り動作の制御フ
ローの一例を説明する。
【００３４】
　数値制御部１６（主軸指令出力部２６）は、図２の処理フローでタップ加工が目標ねじ
深さに達したと判断した後に、ステップＳ１０で、プログラム解釈部２４が解釈したタッ
プ加工プログラムＰの指令値から、目標ねじ深さから戻り完了位置に至る間の主軸１２の
総戻り回転量Ｓ０′と最高戻り回転速度Ｖ０′とを取得して、これら総戻り回転量Ｓ０′
と最高戻り回転速度Ｖ０′とを主軸指令ＣＳとして主軸制御部１８に送る。戻り動作の主
軸指令ＣＳも、主軸１２を戻り完了位置まで回転運動させるための位置指令や加減速指令
を含まないものとなっている。なお戻り完了位置は、加工開始位置と同一であってもよい
し、加工開始位置と異なっていてもよい。戻り完了位置が加工開始位置と同一の場合、総
戻り回転量Ｓ０′は切削時の総回転量Ｓ０と等しくなるが、最高戻り回転速度Ｖ０′は切
削時の最高回転速度Ｖ０に必ずしも一致しない。また、総戻り回転量Ｓ０′及び最高戻り
回転速度Ｖ０′が切削時の総回転量Ｓ０及び最高回転速度Ｖ０と同一の場合、戻り動作は
切削動作と実質的に同じ速度－時間曲線を示すが、総戻り回転量Ｓ０′及び最高戻り回転
速度Ｖ０′が切削時の総回転量Ｓ０及び最高回転速度Ｖ０と異なる場合、戻り動作は切削
動作と必ずしも同じ速度－時間曲線を示さない。
【００３５】
　ステップＳ１１で、主軸制御部１８（初期動作制御部３０、最大加速度検出部３２、残
回転量検出部３４）は以下の処理を行う。初期動作制御部３０は、最高戻り回転速度Ｖ０
′を目標値とする速度制御により、目標ねじ深さ（速度零）から主軸１２を、駆動源の許
容電流を最大限に利用した最大能力で加速逆回転させて戻り動作を実行する。最大加速度
検出部３２は、目標ねじ深さからの最大能力での加速逆回転中に回転位置ＦＢＳに基づき
主軸１２の逆回転の最大加速度Ａ０′を検出する。残回転量検出部３４は、総戻り回転量
Ｓ０′と回転位置ＦＢＳとに基づき、現在位置から戻り完了位置に至るまでの主軸１２の
残戻り回転量Ｓｒ′を逐次検出する。検出した残戻り回転量Ｓｒ′は、検出の都度、主軸
制御部１８が数値制御部１６に通知する。
【００３６】
　次にステップＳ１２で、主軸制御部１８（現在速度検出部３６）は、最大能力での加速
逆回転中に回転位置ＦＢＳに基づき逆回転の現在速度Ｖｃ′を逐次検出し、検出の都度、
現在速度Ｖｃ′が最高戻り回転速度Ｖ０′に到達していないか否かを判断する。Ｖｃ′が
Ｖ０′に到達していない場合、ステップＳ１３で、主軸制御部１８は、残戻り回転量Ｓｒ
′が総戻り回転量Ｓ０′の１／２以下になっているか否かを判断する。Ｓｒ′がＳ０′の
１／２以下になっている場合、ステップＳ１４で、主軸制御部１８（減速動作制御部３８
）は、最大能力での加速逆回転の後に、速度制御により主軸１２を減速逆回転させて戻り
動作を継続実行し、中間戻り回転速度Ｖｉ′に到達させる。Ｓｒ′がＳ０′の１／２以下
になっていない場合はステップＳ１２に戻る。
【００３７】
　ここで図３を参照すると、逆回転の現在速度Ｖｃ′が最高戻り回転速度Ｖ０′に到達す
る前に残戻り回転量Ｓｒ′が総戻り回転量Ｓ０′の１／２になった場合（ステップＳ１２
及びＳ１３の判断がいずれもＹＥＳの場合）の、主軸１２の戻り動作の一例が、速度－時
間曲線（時間軸の下側の曲線）で示されている。ステップＳ１１における主軸１２の最大
能力の加速逆回転は、図３の時間Ｔ６及びＴ７で実行され、時間Ｔ６（目標ねじ深さでの
始動から前述した速度Ｖｂ（但し逆回転）に達するまでの時間）の一定加速度の間に、逆
回転の最大加速度Ａ０′が検出される。主軸１２の回転速度がＶｂを超えると、主軸モー
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タの特性により、主軸１２の加速度は最大加速度Ａ０′から漸減する。残戻り回転量Ｓｒ
′が総戻り回転量Ｓ０′の１／２になった（つまり戻り開始からの回転量が総戻り回転量
Ｓ０′の１／２になった）時点Ｃ（ステップＳ１３の判断がＹＥＳとなった時点）で、主
軸１２の動作は加速逆回転から減速逆回転に変わり、時間Ｔ８で、ステップＳ１４におけ
る主軸１２の減速逆回転が実行される。
【００３８】
　時間Ｔ８（ステップＳ１４）においても、主軸制御部１８（残回転量検出部３４、現在
速度検出部３６）は、主軸１２の現在位置からの残戻り回転量Ｓｒ′及び逆回転の現在速
度Ｖｃ′を逐次検出する。そして主軸制御部１８（減速動作制御部３８）は、時間Ｔ８（
ステップＳ１４）において、速度制御により点Ｃから主軸１２を中間戻り回転速度Ｖｉ′
まで減速逆回転させるが、この間、減速逆回転のための速度指令Ｃｖ′を、残戻り回転量
Ｓｒ′と逆回転の現在速度Ｖｃ′とを用いて逐次更新する（速度指令Ｃｖ′を図３に破線
で示す）。具体的には、減速動作制御部３８は、主軸１２を所定の中間戻り回転速度Ｖｉ
′に到達させたときの主軸１２の残戻り回転量Ｓｒ′が、位置決め動作制御部４０による
位置制御の下で戻り完了位置で停止するまでの主軸１２の位置決め戻り回転量Ｓｐｏｓ′
と等しくなるように、速度指令Ｃｖ′を逐次更新して、逐次更新される速度指令Ｃｖ′に
より主軸１２を減速逆回転させる。
【００３９】
　ここで、位置決め回転量Ｓｐｏｓ′は、前述した位置決め回転量Ｓｐｏｓと同様に以下
の式により求められる。
　Ｓｐｏｓ′＝Ｖｂ２／（２×｜Ａ０′｜）
　なお、この実施形態では、点Ｄから戻り完了位置までの位置制御の演算を容易にするべ
く、主軸１２を点Ｄから一定の最大減速度Ａ０′（逆回転の最大加速度Ａ０′に対応（負
の値））で減速することを前提としている。したがって点Ｄでは、主軸１２の現在速度Ｖ
ｃ′はＶｂに達しているものとする（つまり中間戻り回転速度Ｖｉ′＝Ｖｂ）。
【００４０】
　上記前提の下で、主軸１２を中間戻り回転速度Ｖｉ′（＝Ｖｂ）に到達させたときの残
戻り回転量Ｓｒ′が主軸１２の位置決め戻り回転量Ｓｐｏｓ′に等しいとした場合、時間
Ｔ８における主軸１２の残戻り回転量（つまり現在位置）Ｓｒ′と現在速度Ｖｃ′（ｒｅ
ｖ／ｓ）と現在減速度Ａｃ′（ｒｅｖ／ｓ２）との関係は、以下の式で表わされる。
　公式：Ｖｃ′２－Ｖｂ２＝２×｜Ａｃ′｜×（Ｓｒ′－Ｓｐｏｓ′）から、
　｜Ａｃ′｜＝（Ｖｃ′２－Ｖｂ２）／（２×（Ｓｒ′－Ｓｐｏｓ′））
【００４１】
　時間Ｔ８（ステップＳ１４）において、主軸制御部１８（減速動作制御部３８）は、主
軸１２の残戻り回転量Ｓｒ′と逆回転の現在速度Ｖｃ′とを常時監視して、上記した現在
減速度Ａｃ′に速度指令更新周期Ｔｃｔｌ（ｓｅｃ）を乗じた値を現在速度Ｖｃ′（つま
り直前の速度指令Ｃｖ′）から減算し、新たな速度指令Ｃｖ′とする。速度指令Ｃｖ′は
以下の式で表わされる。
　Ｃｖ′＝Ｖｃ′－Ａｃ′×Ｔｃｔｌ
　この式に従って、減速動作制御部３８は、速度指令Ｃｖ′を速度指令更新周期Ｔｃｔｌ
で逐次更新する。主軸１２は、点Ｃから点Ｄに至る間、逐次更新される速度指令Ｃｖ′に
従って、減速度Ａｃ′を徐々に増加させながら減速逆回転し、中間戻り回転速度Ｖｉ′（
＝Ｖｂ）まで減速したと同時に点Ｄに到達する（図３）。
【００４２】
　再び図５を参照すると、ステップＳ１５で、主軸制御部１８（位置決め動作制御部４０
）は、主軸１２の残戻り回転量Ｓｒ′の絶対値｜Ｓｒ′｜が、｜Ｓｒ′｜＝Ｖｂ２／（２
×｜Ａ０′｜）（以下、等式２と称する）を満たしているか否か（つまり主軸１２の回転
位置が点Ｄに到達したか否か）を判断する。等式２を満たしている場合、ステップＳ１６
で、主軸制御部１８（位置決め動作制御部４０）は、主軸１２を最大減速度Ａ０′で減速
逆回転してＳｒ′＝０の点（つまり戻り完了位置）で停止させるための指令を作成し、こ
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の指令により主軸１２を位置制御する。等式２を満たしていない場合は、等式２が満たさ
れるまで判断を繰り返す。主軸１２は、主軸制御部１８（位置決め動作制御部４０）から
の指令に従い、点Ｄから戻り完了位置に向かって最大減速度Ａ０′で減速逆回転して戻り
動作を実行し、Ｓｒ′＝０になった時点で戻り完了位置に到達して停止する。このように
、点Ｄから戻り完了位置に到達するまでの時間Ｔ９（図３）では、主軸制御部１８は主軸
１２を位置制御することになる（位置指令から求められた定加速度状の速度指令を破線で
例示する）。
【００４３】
　ステップＳ１２で、現在速度Ｖｃ′が最高戻り回転速度Ｖ０′に到達していると判断し
た場合、ステップＳ１７で、主軸制御部１８は、最高戻り回転速度Ｖ０′に到達したとき
の主軸１２の、目標ねじ深さからの回転量（つまり回転位置ＦＢＳ）を、戻り動作の加速
時回転量Ｓａ′として保存する。そしてステップＳ１８で、主軸制御部１８は、残戻り回
転量Ｓｒ′が加速時回転量Ｓａ′以下になっているか否かを判断する。Ｓｒ′がＳａ′以
下になっている場合、ステップＳ１４に進み、次いでステップＳ１５及びステップＳ１６
を実行して、戻り完了位置までの戻り動作を行う。Ｓｒ′がＳａ′以下になっていない場
合は、Ｓｒ′がＳａ′以下になるまで判断を繰り返す。
【００４４】
　ここで図４を参照すると、残戻り回転量Ｓｒ′が総戻り回転量Ｓ０′の１／２になる前
に逆回転の現在速度Ｖｃ′が最高戻り回転速度Ｖ０′に到達した場合（ステップＳ１２の
判断がＮＯの場合）の、主軸１２の戻り動作の一例が、速度－時間曲線（時間軸の下側の
曲線）で示されている。図４に示すように、ステップＳ１１における主軸１２の最大能力
の加速逆回転が時間Ｔ６及びＴ７で実行され、時間Ｔ６（目標ねじ深さでの始動から前述
した速度Ｖｂ（但し逆回転）に達するまでの時間）の一定加速度の間に、逆回転の最大加
速度Ａ０′が検出される。主軸１２の回転速度がＶｂを超えると、主軸モータの特性によ
り、主軸１２の加速度が最大加速度Ａ０′から漸減する。主軸１２の現在速度Ｖｃ′は、
残戻り回転量Ｓｒ′が総戻り回転量Ｓ０′の１／２になる前に最高戻り回転速度Ｖ０′に
到達し、その後、時間Ｔ１０に渡り一定速度Ｖ０′（加速度零）で主軸１２が逆回転して
戻り動作を継続する。残戻り回転量Ｓｒ′が加速時回転量Ｓａ′に等しくなった時点Ｃ（
ステップＳ１８の判断がＹＥＳとなった時点）で、主軸１２の動作は加速逆回転から減速
逆回転に変わる。次いで、時間Ｔ８（ステップＳ１４）で、前述した減速度Ａｃ′を漸増
させながらの主軸１２の減速逆回転（速度制御）が実行され、時間Ｔ９（ステップＳ１６
）で、最大減速度Ａ０′での主軸１２の減速逆回転（位置制御）が実行される。時間Ｔ６
、Ｔ７、Ｔ８及びＴ９では、主軸１２は図３に示す動作と同様に動作する。
【００４５】
　図３及び図４のいずれの動作例においても、主軸制御部１８が主軸１２の目標ねじ深さ
から戻り完了位置までの逆回転動作を制御する間、送り軸制御部２２（図１）は、主軸１
２の回転位置ＦＢＳを用いて、送り軸１４を主軸１２の動作に追従するように制御して逆
送り動作を行わせる。数値制御部１６は、主軸制御部１８がステップＳ１０～ステップＳ
１８の処理を実行する間、主軸制御部１８から通知される残戻り回転量Ｓｒ′を監視して
、残戻り回転量Ｓｒ′が第２の所定値（零に近い極小値）以下になったときに、戻り動作
が完了して工具がワークから引き抜かれたと判断する。
【００４６】
　図１～図５に示す実施形態による制御装置１０は、主軸１２に加工開始位置から目標ね
じ深さまでの切削動作を行わせる際に、数値制御部１６が主軸制御部１８に対して、主軸
１２の総回転量Ｓ０と最高回転速度Ｖ０のみを主軸指令ＣＳとして通知し、主軸制御部１
８がこの主軸指令ＣＳに従い、最高回転速度Ｖ０を目標に許容電流を最大限に使用した最
大出力で主軸１２を加速させて切削動作を実行するとともに、その間の最大加速度Ａ０と
逐次検出する主軸１２の残回転量Ｓｒ及び現在速度Ｖｃとに基づき、主軸１２を最大減速
度Ａ０で減速させながら目標ねじ深さまでの切削動作を最短時間で継続実行して目標ねじ
深さに到達させるように構成されている。したがって制御装置１０によれば、数値制御部
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１６に対し主軸１２の出力特性に対応する加減速指令を作成するためのパラメータの設定
や調整等を行う必要がなく、より簡単な構成で、主軸１２の加速能力を最大限に発揮させ
る加減速制御を行って、タップ加工のサイクルタイムを短縮することが可能になる。
【００４７】
　しかも制御装置１０は、主軸１２の最大能力での加速回転の後に、主軸１２の残回転量
Ｓｒと現在速度Ｖｃとに応じて、減速回転のための速度指令Ｃｖを逐次更新し、漸増する
減速度Ａｃで点Ａから主軸１２を減速回転させて、中間回転速度Ｖｉ（＝Ｖｂ）に達した
ときの残回転量Ｓｒが位置決め回転量Ｓｐｏｓと等しくなる速度制御を実行するようにし
たから、点Ｂから主軸１２を最大減速度Ａ０で減速させる位置制御への、速度制御からの
切り替えを、待ち時間を要することなく円滑に行うことができる。この待ち時間は、点Ａ
から速度Ｖｂを一定の目標値として主軸１２を最大能力で減速回転する場合に、その後の
位置制御を正確に点Ｂから開始できるようにするべく、速度Ｖｂへの到達後に主軸１２を
僅かに定速回転させる間に消費されるものである。したがって制御装置１０によれば、主
軸１２の減速回転中の速度制御から位置制御への切り替えに待ち時間を要しないので、タ
ップ加工のサイクルタイムをさらに短縮することができ、また、速度制御から位置制御へ
の切替時における加速度の急激な変化を回避できるので、加速度の変化に起因して主軸１
２に生じ得る機械構造上の衝撃を軽減できる。
【００４８】
　また、上記実施形態による制御装置１０は、主軸１２に目標ねじ深さから戻り完了位置
までの戻り動作を行わせる際に、数値制御部１６が主軸制御部１８に対して、主軸１２の
総戻り回転量Ｓ０′と最高戻り回転速度Ｖ０′のみを主軸指令ＣＳとして通知し、主軸制
御部１８がこの主軸指令ＣＳに従い、最高戻り回転速度Ｖ０′を目標に許容電流を最大限
に使用した最大出力で主軸１２を加速させて戻り動作を実行するとともに、その間の最大
加速度Ａ０′と逐次検出する主軸１２の残戻り回転量Ｓｒ′及び現在速度Ｖｃ′とに基づ
き、主軸１２を最大減速度Ａ０′で減速させながら戻り完了位置までの戻り動作を最短時
間で継続実行して戻り完了位置で停止させるように構成されている。したがって制御装置
１０によれば、数値制御部１２に対し主軸１２の出力特性に対応する加減速指令を作成す
るためのパラメータの設定や調整等を行う必要がなく、より簡単な構成で、主軸１２の加
速能力を最大限に発揮させる加減速制御を行って、タップ加工のサイクルタイムを短縮す
ることが可能になる。
【００４９】
　しかも制御装置１０は、主軸１２の最大能力での加速逆回転の後に、主軸１２の残戻り
回転量Ｓｒ′と現在速度Ｖｃ′とに応じて、減速逆回転のための速度指令Ｃｖ′を逐次更
新し、漸増する減速度Ａｃ′で点Ｃから主軸１２を減速逆回転させて、中間戻り回転速度
Ｖｉ′（＝Ｖｂ）に達したときの残戻り回転量Ｓｒ′が位置決め戻り回転量Ｓｐｏｓ′と
等しくなる速度制御を実行するようにしたから、点Ｄから主軸１２を最大減速度Ａ０′で
減速させる位置制御への、速度制御からの切り替えを、前述した待ち時間を要することな
く円滑に行うことができる。したがって制御装置１０によれば、主軸１２の減速逆回転中
の速度制御から位置制御への切り替えに待ち時間を要しないので、タップ加工のサイクル
タイムをさらに短縮することができ、また、速度制御から位置制御への切替時における加
速度の急激な変化を回避できるので、加速度の変化に起因して主軸１２に生じ得る機械構
造上の衝撃を軽減できる。
【００５０】
　図１に示す制御装置１０は、上記した工作機械制御方法とは異なる工作機械制御方法を
実行できる。図６は、制御装置１０が実行できる工作機械制御方法の他の実施形態として
の、タップ加工における主軸１２の切削及び戻り動作制御方法を示す。また図７及び図８
は、それぞれ図３及び図４に対応する図であって、図６の実施形態における主軸１２の切
削及び戻り動作の２つの例を示す。以下、図１、図２、図５～図８を参照して、他の実施
形態による工作機械制御方法（タップ加工の切削及び戻り動作制御方法）、並びに当該方
法を実行する制御装置１０の構成を説明する。
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【００５１】
　概説すると、図６～図８の実施形態において、制御装置１０は、主軸１２を加工開始位
置（回転位置）から目標ねじ深さ（回転位置）に到達させるまでの間は、図２に示すタッ
プ加工の切削動作制御方法と同様のステップを実行して、主軸１２の切削動作を制御する
。そして制御装置１０の主軸制御部１８（位置決め動作制御部４０）は、主軸１２を目標
ねじ深さに到達させたときに、主軸１２を目標ねじ深さで停止させることなく（つまり加
速度を零にすることなく）、最大能力での減速回転における最大減速度Ａ０（負の値）と
同じ逆回転の最大加速度Ａ０′（負の値）で、主軸１２を、目標ねじ深さよりも予め定め
た回転数だけ戻った回転位置（以下、初期戻り位置）まで、最大能力で加速逆回転させる
ように構成される。主軸１２を初期戻り位置まで加速逆回転させた後は、制御装置１０は
、図５に示すタップ加工の戻り動作制御方法と同様のステップを実行して、主軸１２の戻
り動作を制御する。この実施形態の構成を以下に詳述するが、図２及び図５のフローチャ
ートの構成要素に対応する構成要素の説明は適宜省略する。
【００５２】
　図６に示すように、制御装置１０はまずステップＵ１で、図２に示すステップＳ１～Ｓ
６、Ｓ８、Ｓ９を実行する。すなわち、数値制御部１６（主軸指令出力部２６）は主軸制
御部１８に、主軸１２の総回転量Ｓ０と最高回転速度Ｖ０とを指令する（ステップＳ１）
。主軸制御部１８（初期動作制御部３０、最大加速度検出部３２、残回転量検出部３４）
は、加工開始位置から、最高回転速度Ｖ０を目標速度として主軸１２を最大能力で加速回
転させて切削動作を実行し、その間の最大加速度Ａ０及び残回転量Ｓｒを検出する（ステ
ップＳ２）。次いで主軸制御部１８（現在速度検出部３６）は、最大能力での加速回転中
に現在速度Ｖｃを逐次検出し、現在速度Ｖｃが最高回転速度Ｖ０に到達していないか否か
を判断する（ステップＳ３）。ＶｃがＶ０に到達していない場合、主軸制御部１８は、残
回転量Ｓｒが総回転量Ｓ０の１／２以下になっているか否かを判断し（ステップＳ４）、
ＳｒがＳ０の１／２以下になっている場合、主軸制御部１８（減速動作制御部３８）は、
主軸１２を中間回転速度Ｖｉ（＝Ｖｂ）まで減速回転させて切削動作を継続実行する（ス
テップＳ５）。他方、現在速度Ｖｃが最高回転速度Ｖ０に到達していると判断（ステップ
Ｓ３）した場合、主軸制御部１８は、最高回転速度Ｖ０に到達したときの主軸１２の、加
工開始位置からの回転量（つまり回転位置ＦＢＳ）を、加速時回転量Ｓａとして保存し（
ステップＳ８）、残回転量Ｓｒが加速時回転量Ｓａ以下になっているか否かを判断する（
ステップＳ９）。ＳｒがＳａ以下になっている場合、主軸制御部１８（減速動作制御部３
８）は、主軸１２を中間回転速度Ｖｉ（＝Ｖｂ）まで減速回転させて切削動作を継続実行
する（ステップＳ５）。次いで主軸制御部１８（位置決め動作制御部４０）は、主軸１２
の現在位置における残回転量Ｓｒが、｜Ｓｒ｜＝Ｖｂ２／（２×｜Ａ０｜）（等式１）を
満たしているか否かを判断する（ステップＳ６）。
【００５３】
　ここで図７を参照すると、図６のステップＵ１において、切削動作中に現在速度Ｖｃが
最高回転速度Ｖ０に到達する前に残回転量Ｓｒが総回転量Ｓ０の１／２になった場合（図
２のステップＳ３及びＳ４の判断がいずれもＹＥＳの場合）の、主軸１２の切削動作の一
例が、速度－時間曲線（時間軸の上側の曲線）で示されている。図７の速度－時間曲線に
おける時間Ｔ１、Ｔ２、Ｔ３及びＴ４の主軸１２の動作は、前述した図３の速度－時間曲
線における時間Ｔ１、Ｔ２、Ｔ３及びＴ４の主軸１２の動作に対応する。すなわち図７に
示すように、時間Ｔ１及びＴ２で、主軸１２の最大能力の加速回転（速度制御）が実行さ
れ、残回転量Ｓｒが総回転量Ｓ０の１／２になった時点Ａ（ステップＳ４の判断がＹＥＳ
となった時点）で、主軸１２の動作は加速回転から減速回転に変わり、時間Ｔ３で、漸増
する減速度Ａｃでの主軸１２の減速回転（速度制御）が実行され、時間Ｔ４で、最大減速
度Ａ０での主軸１２の減速回転（位置制御）が実行される。
【００５４】
　制御装置１０がステップＵ１（図２のステップＳ１→Ｓ２→Ｓ３→Ｓ４→Ｓ５→Ｓ６）
を実行することにより、主軸１２は、図７に示す時間Ｔ１、Ｔ２、Ｔ３及びＴ４において
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、上記したように図３に示す時間Ｔ１、Ｔ２、Ｔ３及びＴ４の動作と同様に動作する。但
し主軸制御部１８（位置決め動作制御部４０）は、図２のステップＳ６で、主軸１２の残
回転量Ｓｒが前述した等式１を満たしている（つまり主軸１２の回転位置が点Ｂに到達し
た）と判断したときに、図６のステップＵ２で、主軸１２を最大減速度Ａ０で減速回転し
てＳｒ＝０の点（つまり目標ねじ深さ）に到達させた後も引き続き最大減速度Ａ０と同じ
逆回転の最大加速度Ａ０′（つまりＡ０＝Ａ０′）で主軸１２を初期戻り位置（図７の点
Ｅ）まで加速逆回転させるための指令を作成し、この指令により主軸１２を位置制御する
。
【００５５】
　図７に示すように、主軸１２は、主軸制御部１８（位置決め動作制御部４０）からの指
令に従い、点Ｂから目標ねじ深さに向かって最大減速度Ａ０で減速回転しながら切削動作
を遂行し、Ｓｒ＝０になった時点で目標ねじ深さに到達する（時間Ｔ４）。目標ねじ深さ
に到達した瞬間、主軸１２の現在速度Ｖｃは零になるが、さらに主軸１２は、主軸制御部
１８（位置決め動作制御部４０）からの指令に従い、最大減速度Ａ０を維持して逆回転の
最大加速度Ａ０′を生じ、現在速度Ｖｃ（負の値）を徐々に増加させる加速逆回転により
、時間Ｔ６に渡って、目標ねじ深さから点Ｅに向かう戻り動作を遂行する。このように、
点Ｂから目標ねじ深さに到達するまでの時間Ｔ４及び目標ねじ深さから点Ｅに到達するま
での時間Ｔ６において、主軸制御部１８は主軸１２を位置制御し（ステップＵ２）、主軸
１２を一定の加速度（すなわち最大減速度Ａ０及び逆回転の最大加速度Ａ０′）で連続的
に動作させる（位置指令から求められた定加速度状の速度指令を破線で例示する）。なお
主軸１２は、目標ねじ深さで現在速度Ｖｃが零になるが、これは瞬時的なものであって、
目標ねじ深さで停止するものではない。
【００５６】
　主軸１２の初期戻り位置（点Ｅ）は任意に設定できる。例えば図７に示すように、切削
動作中に最大減速度Ａ０での減速回転（位置制御）を開始した点Ｂと同様に、主軸１２の
逆回転の現在速度Ｖｃ′が所定速度Ｖｂに達する位置を、点Ｅとすることができる。この
場合の点Ｅは、目標ねじ深さから｜Ｓｒ｜＝Ｖｂ２／（２×｜Ａ０｜）に相当する回転量
だけ逆回転した位置となる。時間Ｔ６における主軸１２の位置制御による戻り動作自体は
、図３に示す時間Ｔ６における主軸１２の速度制御による戻り動作に類似するが、制御の
特性として、速度制御による最大能力の加速回転時の最大加速度Ａ０（時間Ｔ１）に比べ
て、位置制御による最大能力の減速回転時の最大減速度Ａ０（時間Ｔ４）は若干低く抑え
られ、その結果、時間Ｔ６における逆回転の最大加速度Ａ０′も、時間Ｔ１の最大加速度
Ａ０より若干低くなる傾向がある。
【００５７】
　他方、図８を参照すると、図６のステップＵ１において、切削動作中に残回転量Ｓｒが
総回転量Ｓ０の１／２になる前に現在速度Ｖｃが最高回転速度Ｖ０に到達した場合（図２
のステップＳ３の判断がＮＯの場合）の、主軸１２の切削動作の一例が、速度－時間曲線
（時間軸の上側の曲線）で示されている。図８の速度－時間曲線における時間Ｔ１、Ｔ２
、Ｔ５、Ｔ３及びＴ４の主軸１２の動作は、前述した図４の速度－時間曲線における時間
Ｔ１、Ｔ２、Ｔ５、Ｔ３及びＴ４の主軸１２の動作に対応する。すなわち図８に示すよう
に、時間Ｔ１及びＴ２で、主軸１２の最大能力の加速回転（速度制御）が実行されて、主
軸１２の現在速度Ｖｃが最高回転速度Ｖ０に到達し、その後、時間Ｔ５に渡り一定速度Ｖ
０で主軸１２が回転して切削動作を継続し、残回転量Ｓｒが加速時回転量Ｓａに等しくな
った時点Ａ（ステップＳ９の判断がＹＥＳとなった時点）で、主軸１２の動作は加速回転
から減速回転に変わり、時間Ｔ３で、漸増する減速度Ａｃでの主軸１２の減速回転（速度
制御）が実行され、時間Ｔ４で、最大減速度Ａ０での主軸１２の減速回転（位置制御）が
実行される。
【００５８】
　制御装置１０がステップＵ１（図２のステップＳ１→Ｓ２→Ｓ３→Ｓ８→Ｓ９→Ｓ５→
Ｓ６）を実行することにより、主軸１２は、図８に示す時間Ｔ１、Ｔ２、Ｔ５、Ｔ３及び
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Ｔ４において、上記したように図４に示す時間Ｔ１、Ｔ２、Ｔ５、Ｔ３及びＴ４の動作と
同様に動作する。但し主軸制御部１８（位置決め動作制御部４０）は、図２のステップＳ
６で、主軸１２の残回転量Ｓｒが前述した等式１を満たしている（つまり主軸１２の回転
位置が点Ｂに到達した）と判断したときに、図６のステップＵ２で、主軸１２を最大減速
度Ａ０で減速回転してＳｒ＝０の点（つまり目標ねじ深さ）に到達させた後も引き続き最
大減速度Ａ０と同じ逆回転の最大加速度Ａ０′（つまりＡ０＝Ａ０′）で主軸１２を初期
戻り位置（図８の点Ｅ）まで加速逆回転させるための指令を作成し、この指令により主軸
１２を位置制御する。
【００５９】
　図８に示すように、主軸１２は、主軸制御部１８（位置決め動作制御部４０）からの指
令に従い、点Ｂから目標ねじ深さに向かって最大減速度Ａ０で減速回転しながら切削動作
を遂行し、Ｓｒ＝０になった時点で目標ねじ深さに到達する（時間Ｔ４）。目標ねじ深さ
に到達した瞬間、主軸１２の現在速度Ｖｃは零になるが、さらに主軸１２は、主軸制御部
１８（位置決め動作制御部４０）からの指令に従い、最大減速度Ａ０を維持して逆回転の
最大加速度Ａ０′を生じ、現在速度Ｖｃ（負の値）を徐々に増加させる加速逆回転により
、時間Ｔ６に渡って、目標ねじ深さから点Ｅに向かう戻り動作を遂行する。このように、
点Ｂから目標ねじ深さに到達するまでの時間Ｔ４及び目標ねじ深さから点Ｅに到達するま
での時間Ｔ６において、主軸制御部１８は主軸１２を位置制御し（ステップＵ２）、主軸
１２を一定の加速度（すなわち最大減速度Ａ０及び逆回転の最大加速度Ａ０′）で連続的
に動作させる（位置指令から求められた定加速度状の速度指令を破線で例示する）。この
ように、図８に示す時間Ｔ４及びＴ６における主軸１２の動作は、図７に示す時間Ｔ４及
びＴ６における主軸１２の動作に対応する。
【００６０】
　図７及び図８のいずれの動作例においても、主軸制御部１８が主軸１２の加工開始位置
から目標ねじ深さまでの回転動作を制御する間、送り軸制御部２２は、主軸１２の回転位
置ＦＢＳを用いて、送り軸１４を主軸１２の動作に追従するように制御して送り動作を行
わせる。数値制御部１６は、主軸制御部１８が上記したステップＵ１及びステップＵ２の
処理を実行する間、主軸制御部１８から通知される残回転量Ｓｒを監視して、残回転量Ｓ
ｒが第１の所定値（零に近い極小値）以下になったときに、タップ加工が目標ねじ深さに
達したと判断する。そして数値制御部１６（主軸指令出力部２６）は、タップ加工が目標
ねじ深さに達したと判断した後に、ステップＵ２と並行して、ステップＵ３（図６）で、
プログラム解釈部２４が解釈したタップ加工プログラムＰの指令値から、目標ねじ深さか
ら戻り完了位置に至る間の主軸１２の総戻り回転量Ｓ０′と最高戻り回転速度Ｖ０′とを
取得して、これら総戻り回転量Ｓ０′と最高戻り回転速度Ｖ０′とを主軸指令ＣＳとして
主軸制御部１８に送る。
【００６１】
　主軸１２が初期戻り位置（点Ｅ）に到達した後、ステップＵ４（図６）で、主軸制御部
１８（初期動作制御部３０）は、最高戻り回転速度Ｖ０′を目標速度として初期戻り位置
（点Ｅ）から戻り完了位置に向かって主軸１２を、駆動源の許容電流を最大限に利用した
最大能力で加速逆回転させて戻り動作を実行する。また主軸制御部１８（残回転量検出部
３４）は、総戻り回転量Ｓ０′と回転位置ＦＢＳとに基づき、現在位置から戻り完了位置
に至るまでの主軸１２の残戻り回転量Ｓｒ′を逐次検出する。検出した残戻り回転量Ｓｒ
′は、検出の都度、主軸制御部１８が数値制御部１６に通知する。この実施形態では、最
大加速度検出部３２は、時間Ｔ６の主軸１２の逆回転の最大加速度を検出せず、時間Ｔ４
の最大能力での減速回転における最大減速度Ａ０（時間Ｔ１における最大加速度Ａ０に相
当）を、主軸１２が目標ねじ深さから加速逆回転する間の逆回転の最大加速度Ａ０′とし
て取得する。
【００６２】
　次に制御装置１０は、ステップＵ５（図６）で、図５に示すステップＳ１２～Ｓ１８を
実行する。すなわち、主軸制御部１８（現在速度検出部３６）は、最大能力での加速逆回
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転中に回転位置ＦＢＳに基づき逆回転の現在速度Ｖｃ′を逐次検出し、現在速度Ｖｃ′が
最高戻り回転速度Ｖ０′に到達していないか否かを判断する（ステップＳ１２）。Ｖｃ′
がＶ０′に到達していない場合、主軸制御部１８は、残戻り回転量Ｓｒ′が総戻り回転量
Ｓ０′の１／２以下になっているか否かを判断し（ステップＳ１３）、Ｓｒ′がＳ０′の
１／２以下になっている場合、主軸制御部１８（減速動作制御部３８）は、主軸１２を中
間戻り回転速度Ｖｉ′（＝Ｖｂ）まで減速逆回転させて戻り動作を継続実行する（ステッ
プＳ１４）。他方、現在速度Ｖｃ′が最高戻り回転速度Ｖ０′に到達していると判断（ス
テップＳ１２）した場合、主軸制御部１８は、最高戻り回転速度Ｖ０′に到達したときの
主軸１２の、目標ねじ深さからの回転量（つまり回転位置ＦＢＳ）を、戻り動作の加速時
回転量Ｓａ′として保存し（ステップＳ１７）、残戻り回転量Ｓｒ′が加速時回転量Ｓａ
′以下になっているか否かを判断する（ステップＳ１８）。Ｓｒ′がＳａ′以下になって
いる場合、主軸制御部１８（減速動作制御部３８）は、主軸１２を中間戻り回転速度Ｖｉ
′（＝Ｖｂ）まで減速逆回転させて戻り動作を継続実行する（ステップＳ１４）。その後
、主軸制御部１８（位置決め動作制御部４０）は、主軸１２の現在位置における残戻り回
転量Ｓｒ′が、｜Ｓｒ′｜＝Ｖｂ２／（２×｜Ａ０′｜）（等式２）を満たしているか否
かを判断し（ステップＳ１５）、等式２を満たしている場合、主軸１２を最大減速度Ａ０
′（時間Ｔ６における逆回転の最大加速度Ａ０′に対応する値）で減速逆回転してＳｒ′
＝０の点（つまり戻り完了位置）で停止させるための指令を作成し、この指令により主軸
１２を位置制御する（ステップＳ１６）。主軸１２は、主軸制御部１８（位置決め動作制
御部４０）からの指令に従い、戻り完了位置に向かって最大減速度Ａ０′で減速逆回転し
て戻り動作を実行し、Ｓｒ′＝０になった時点で停止する。
【００６３】
　ここで図７を参照すると、図６のステップＵ５において、逆回転の現在速度Ｖｃ′が最
高戻り回転速度Ｖ０′に到達する前に残戻り回転量Ｓｒ′が総戻り回転量Ｓ０′の１／２
になった場合（図５のステップＳ１２及びＳ１３の判断がいずれもＹＥＳの場合）の、主
軸１２の戻り動作の一例が、速度－時間曲線（時間軸の下側の曲線）で示されている。図
７の速度－時間曲線における時間Ｔ７、Ｔ８及びＴ９の主軸１２の動作は、前述した図３
の速度－時間曲線における時間Ｔ７、Ｔ８及びＴ９の主軸１２の動作に対応する。図７の
動作例では、主軸１２は、時間Ｔ６で目標ねじ深さから初期戻り位置（点Ｅ）に到達した
後に、逆回転の現在速度Ｖｃ′がＶｂ（負の値）を超えるので、最大能力での加速逆回転
において、主軸モータの特性により、主軸１２の逆回転の加速度がＡ０′から漸減する（
時間Ｔ７）。残戻り回転量Ｓｒ′が総戻り回転量Ｓ０′の１／２になった時点Ｃ（図５の
ステップＳ１３の判断がＹＥＳとなった時点）で、主軸１２の動作は加速逆回転から減速
逆回転に変わり、時間Ｔ８で、漸増する減速度Ａｃ′での主軸１２の減速逆回転（速度制
御）が実行され、時間Ｔ９で、最大減速度Ａ０′での主軸１２の減速逆回転（位置制御）
が実行される。
【００６４】
　他方、図８を参照すると、図６のステップＵ５において、残戻り回転量Ｓｒ′が総戻り
回転量Ｓ０′の１／２になる前に逆回転の現在速度Ｖｃ′が最高戻り回転速度Ｖ０′に到
達した場合（図５のステップＳ１２の判断がＮＯの場合）の、主軸１２の戻り動作の一例
が、速度－時間曲線（時間軸の下側の曲線）で示されている。図８の速度－時間曲線にお
ける時間Ｔ７、Ｔ１０、Ｔ８及びＴ９の主軸１２の動作は、前述した図４の速度－時間曲
線における時間Ｔ７、Ｔ１０、Ｔ８及びＴ９の主軸１２の動作に対応する。図８の動作例
では、主軸１２が初期戻り位置（点Ｅ）に到達した後の時間Ｔ７で、図７の動作例と同様
の漸減する加速度Ａ０′による主軸１２の最大能力の加速逆回転が実行され、主軸１２の
現在速度Ｖｃ′が最高戻り回転速度Ｖ０′に到達する。その後、時間Ｔ１０に渡り一定速
度Ｖ０′で主軸１２が逆回転して戻り動作を継続する。残戻り回転量Ｓｒ′が加速時回転
量Ｓａ′に等しくなった時点Ｃ（図５のステップＳ１８の判断がＹＥＳとなった時点）で
、主軸１２の動作は加速逆回転から減速逆回転に変わり、時間Ｔ８で、漸増する減速度Ａ
ｃ′での主軸１２の減速逆回転（速度制御）が実行され、時間Ｔ９で、最大減速度Ａ０′
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での主軸１２の減速逆回転（位置制御）が実行される。
【００６５】
　図７及び図８のいずれの動作例においても、主軸制御部１８が主軸１２の目標ねじ深さ
から戻り完了位置までの逆回転動作を制御する間、送り軸制御部２２は、主軸１２の回転
位置ＦＢＳを用いて、送り軸１４を主軸１２の動作に追従するように制御して逆送り動作
を行わせる。数値制御部１６は、主軸制御部１８が上記したステップＵ３～ステップＵ５
の処理を実行する間、主軸制御部１８から通知される残戻り回転量Ｓｒ′を監視して、残
戻り回転量Ｓｒ′が第２の所定値（零に近い極小値）以下になったときに、戻り動作が完
了して工具がワークから引き抜かれたと判断する。
【００６６】
　図６～図８に示す実施形態による制御装置１０は、図１～図５の実施形態による制御装
置１０と同様に、主軸１２に加工開始位置から目標ねじ深さまでの切削動作を行わせる際
に、数値制御部１６が主軸制御部１８に対して、主軸１２の総回転量Ｓ０と最高回転速度
Ｖ０のみを主軸指令ＣＳとして通知し、主軸制御部１８がこの主軸指令ＣＳに従い、最高
回転速度Ｖ０を目標に許容電流を最大限に使用した最大出力で主軸１２を加速させて切削
動作を実行するとともに、その間の最大加速度Ａ０と逐次検出する主軸１２の残回転量Ｓ
ｒ及び現在速度Ｖｃとに基づき、主軸１２を最大減速度Ａ０で減速させながら目標ねじ深
さまでの切削動作を最短時間で継続実行して目標ねじ深さに到達させるように構成されて
いる。したがって制御装置１０によれば、数値制御部１６に対し主軸１２の出力特性に対
応する加減速指令を作成するためのパラメータの設定や調整等を行う必要がなく、より簡
単な構成で、主軸１２の加速能力を最大限に発揮させる加減速制御を行って、タップ加工
のサイクルタイムを短縮することが可能になる。
【００６７】
　しかも制御装置１０は、主軸１２の最大能力での加速回転の後に、主軸１２の残回転量
Ｓｒと現在速度Ｖｃとに応じて、減速回転のための速度指令Ｃｖを逐次更新し、漸増する
減速度Ａｃで点Ａから主軸１２を減速回転させて、中間回転速度Ｖｉ（＝Ｖｂ）に達した
ときの残回転量Ｓｒが位置決め回転量Ｓｐｏｓと等しくなる速度制御を実行するようにし
たから、点Ｂから主軸１２を最大減速度Ａ０で減速させる位置制御への、速度制御からの
切り替えを、前述した待ち時間を要することなく円滑に行うことができる。したがって制
御装置１０によれば、主軸１２の減速回転中の速度制御から位置制御への切り替えに待ち
時間を要しないので、タップ加工のサイクルタイムをさらに短縮することができ、また、
速度制御から位置制御への切替時における加速度の急激な変化を回避できるので、加速度
の変化に起因して主軸１２に生じ得る機械構造上の衝撃を軽減できる。
【００６８】
　さらに、図６～図８に示す実施形態による制御装置１０は、主軸１２に目標ねじ深さか
ら戻り完了位置までの戻り動作を行わせる際に、切削動作の終了時に主軸１２を目標ねじ
深さで停止させることなく（つまり加速度を零にすることなく）、最大減速度Ａ０（負の
値）と同じ逆回転の最大加速度Ａ０′（負の値）で、主軸１２を所定の初期戻り位置まで
位置制御で加速逆回転させるように構成されている。この構成により、主軸１２の動作を
切削動作から戻り動作に切り替えるときの加速度の変化が無くなるので、加速度の変化に
起因して主軸１２に生じ得る機械構造上の衝撃や、加速度の変化に起因して主軸１２と送
り軸１４との間に生じ得る同期誤差の増加を、未然に回避することができる。
【００６９】
　図６～図８に示す実施形態による制御装置１０では、主軸１２を初期戻り位置まで位置
制御で加速逆回転させた後は、数値制御部１６が主軸制御部１８に対して通知した主軸１
２の総戻り回転量Ｓ０′と最高戻り回転速度Ｖ０′のみの主軸指令ＣＳに従い、主軸１２
を最大出力で加速させて戻り動作を実行するとともに、動作反転時の逆回転の最大加速度
Ａ０′に対応する最大減速度Ａ０′で主軸１２を減速させながら戻り完了位置までの戻り
動作を最短時間で継続実行して戻り完了位置で停止させるように構成されている。したが
って制御装置１０によれば、数値制御部１２に対し主軸１２の出力特性に対応する加減速
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指令を作成するためのパラメータの設定や調整等を行う必要がなく、より簡単な構成で、
主軸１２の加速能力を最大限に発揮させる加減速制御を行って、タップ加工のサイクルタ
イムを短縮することが可能になる。
【００７０】
　ところで、工作機械を用いたタップ加工においては、制御装置がタップ加工の間に主軸
の回転位置や送り軸の送り位置を継続して認識することが望ましい。図９は、主軸及び送
り軸の位置認識機能を付加した変形例による制御装置５０の構成を機能ブロックで示す。
制御装置５０は、位置認識機能を付加した点以外は、図１の制御装置１０と同様の構成を
有する。対応する構成要素には共通する参照符号を付して、その詳細な説明を省略する。
【００７１】
　制御装置５０は、タップ加工プログラムＰに基づき主軸指令ＣＳ及び送り軸指令ＣＦを
作成する数値制御部１６と、主軸指令ＣＳに従って主軸１２の回転動作を制御する主軸制
御部１８と、主軸１２の回転位置を検出する回転検出部２０と、送り軸指令ＣＦに従って
、回転検出部２０が検出した回転位置に基づき送り軸１４の送り動作を制御する送り軸制
御部２２と、送り軸１４の送り位置を検出する送り検出部５２とを備える。数値制御部１
６の送り軸指令出力部２８は、タップ加工の開始に先立ち、プログラム解釈部２４が解釈
したタップ加工プログラムＰの指令値から、目標ねじ深さに相当する送り軸１４の総送り
量Ｄ０（ｍｍ）とねじピッチＰ（ｍｍ／ｒｅｖ）とを取得して、これら総送り量Ｄ０とね
じピッチＰとを送り軸指令ＣＦとして送り軸制御部２２に送る。このように送り軸指令Ｃ
Ｆは、送り軸１４を目標ねじ深さまで送り運動させるための位置指令や加減速指令を含ま
ないものとなっている。
【００７２】
　送り軸制御部２２は、回転検出部２０が検出した主軸１２の回転位置ＦＢＳと、ねじピ
ッチＰと、送り検出部５２が検出した送り軸１４の送り位置ＦＢＦ（すなわちフィードバ
ック値）とに基づき、送り軸１４の送り動作を制御する送り動作制御部５４と、総送り量
Ｄ０と送り位置ＦＢＦとに基づき、現在位置から目標ねじ深さに至るまでの送り軸１４の
残送り量Ｄｒを検出する残送り量検出部５６とを備える。なお送り検出部５２は、送り軸
１４の駆動装置の動作位置を検出するエンコーダ等の位置検出器（図示せず）の出力から
、送り位置ＦＢＦを取得することができる。
【００７３】
　主軸制御部１８の残回転量検出部３４は、主軸１２を加工開始位置から目標ねじ深さま
で切削動作させる間、主軸１２の現在位置からの残回転量Ｓｒを逐次検出し、検出の都度
、残回転量Ｓｒを数値制御部１６に通知する。送り軸制御部２２の残送り量検出部５６は
、送り軸１４を加工開始位置から目標ねじ深さまで送り動作させる間、送り軸１４の現在
位置からの残送り量Ｄｒを逐次検出し、検出の都度、残送り量Ｄｒを数値制御部１６に通
知する。さらに送り軸制御部２２は、加工開始時の送り軸１４の初期位置Ｄｉ（送り位置
ＦＢＦ）を数値制御部１６に通知する。
【００７４】
　数値制御部１６は、残回転量Ｓｒに基づき主軸１２の現在位置を認識するとともに残送
り量Ｄｒに基づき送り軸１４の現在位置を認識する位置認識部５８を備える。位置認識部
５８は、タップ加工プログラムＰから取得した主軸１２の総回転量Ｓ０と、主軸制御部１
８から通知された主軸１２の残回転量Ｓｒとを用いて、主軸１２の現在位置を（Ｓ０－Ｓ
ｒ）として認識する。また位置認識部５８は、タップ加工プログラムＰから取得した送り
軸１４の総送り量Ｄ０と、送り軸制御部２２から通知された送り軸１４の残送り量Ｄｒ及
び初期位置Ｄｉとを用いて、送り軸１４の現在位置を（Ｄ０－Ｄｒ＋Ｄｉ）として認識す
る。
【００７５】
　上記構成を有する制御装置５０では、数値制御部１６が生成する主軸指令ＣＳに主軸１
２の位置指令や加減速指令が含まれず、また数値制御部１６が生成する送り軸指令ＣＦに
送り軸１４の位置指令や加減速指令が含まれない構成であっても、数値制御部１６の位置
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認識部５８は、主軸１２及び送り軸１４の現在位置を認識することができる。したがって
制御装置５０によれば、フィードバック制御を実行する主軸制御部１８及び送り軸制御部
２２の上位コントローラである数値制御部１６が、主軸１２及び送り軸１４の動作状態を
、タップ加工の実行中に常に把握ないし管理でき、以て、タップ加工制御の信頼性を向上
させることができる。
【００７６】
　制御装置５０においては、タップ加工の戻り動作を制御する間も同様に、数値制御部１
６の位置認識部５８が、主軸１２及び送り軸１４の現在位置を認識することができる。こ
の場合、前述したように数値制御部１６が、タップ加工が目標ねじ深さに達したと判断し
たときに、送り軸指令出力部２８は、プログラム解釈部２４が解釈したタップ加工プログ
ラムＰの指令値から、目標ねじ深さに相当する送り軸１４の総戻り送り量Ｄ０′（ｍｍ）
とねじピッチＰ（ｍｍ／ｒｅｖ）とを取得して、これら総戻り送り量Ｄ０′とねじピッチ
Ｐとを送り軸指令ＣＦとして送り軸制御部２２に送る。通常、総戻り送り量Ｄ０′は総送
り量Ｄ０に一致する。
【００７７】
　送り軸制御部２２の送り動作制御部５４は、主軸１２の戻り動作の回転位置ＦＢＳと、
ねじピッチＰと、送り軸１４の戻り動作の送り位置ＦＢＦとに基づき、送り軸１４の戻り
送り動作を制御する。送り軸制御部２２の残送り量検出部５６は、総戻り送り量Ｄ０′と
送り位置ＦＢＦとに基づき、現在位置から戻り完了位置に至るまでの送り軸１４の残戻り
送り量Ｄｒ′を検出する。主軸制御部１８の残回転量検出部３４は、主軸１２を目標ねじ
深さから戻り完了位置まで戻り動作させる間、主軸１２の現在位置からの残戻り回転量Ｓ
ｒ′を逐次検出し、検出の都度、残戻り回転量Ｓｒ′を数値制御部１６に通知する。送り
軸制御部２２の残送り量検出部５６は、送り軸１４を目標ねじ深さから戻り完了位置まで
戻り送り動作させる間、送り軸１４の現在位置からの残戻り送り量Ｄｒ′を逐次検出し、
検出の都度、残戻り送り量Ｄｒ′を数値制御部１６に通知する。さらに送り軸制御部２２
は、戻り動作開始時の送り軸１４の初期位置Ｄｉ′（送り位置ＦＢＦ）を数値制御部１６
に通知する。数値制御部１６の位置認識部５８は、主軸１２の総戻り回転量Ｓ０′と残戻
り回転量Ｓｒ′とを用いて主軸１２の現在位置（Ｓ０′－Ｓｒ′）を認識するとともに、
送り軸１４の総戻り送り量Ｄ０′と残戻り送り量Ｄｒ′と初期位置Ｄｉ′とを用いて送り
軸１４の現在位置（Ｄ０′－Ｄｒ′＋Ｄｉ′）を認識する。
【００７８】
　工作機械を用いたタップ加工においては、制御装置がタップ加工の間に主軸と送り軸と
の同期誤差を継続して認識することが望ましい。図１０は、主軸と送り軸との同期誤差認
識機能を付加した変形例による制御装置６０の構成を機能ブロックで示す。制御装置６０
は、同期誤差認識機能を付加した点以外は、図１の制御装置１０と同様の構成を有する。
対応する構成要素には共通する参照符号を付して、その詳細な説明を省略する。
【００７９】
　制御装置６０は、タップ加工プログラムＰに基づき主軸指令ＣＳ及び送り軸指令ＣＦを
作成する数値制御部１６と、主軸指令ＣＳに従って主軸１２の回転動作を制御する主軸制
御部１８と、主軸１２の回転位置を検出する回転検出部２０と、送り軸指令ＣＦに従って
、回転検出部２０が検出した回転位置に基づき送り軸１４の送り動作を制御する送り軸制
御部２２と、送り軸１４の送り位置を検出する送り検出部５２とを備える。数値制御部１
６の送り軸指令出力部２８は、タップ加工の開始に先立ち、プログラム解釈部２４が解釈
したタップ加工プログラムＰの指令値から、目標ねじ深さに相当する送り軸１４の総送り
量Ｄ０（ｍｍ）とねじピッチＰ（ｍｍ／ｒｅｖ）とを取得して、これら総送り量Ｄ０とね
じピッチＰとを送り軸指令ＣＦとして送り軸制御部２２に送る。このように送り軸指令Ｃ
Ｆは、送り軸１４を目標ねじ深さまで送り運動させるための位置指令や加減速指令を含ま
ないものとなっている。
【００８０】
　送り軸制御部２２は、回転検出部２０が検出した主軸１２の回転位置ＦＢＳと、ねじピ
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ッチＰと、送り検出部５２が検出した送り軸１４の送り位置ＦＢＦ（すなわちフィードバ
ック値）とに基づき、送り軸１４の送り動作を制御する送り動作制御部５４と、総送り量
Ｄ０と送り位置ＦＢＦとに基づき、現在位置から目標ねじ深さに至るまでの送り軸１４の
残送り量Ｄｒを検出する残送り量検出部５６とを備える。主軸制御部１８の残回転量検出
部３４は、主軸１２を加工開始位置から目標ねじ深さまで切削動作させる間、主軸１２の
現在位置からの残回転量Ｓｒを逐次検出し、検出の都度、残回転量Ｓｒを数値制御部１６
に通知する。送り軸制御部２２の残送り量検出部５６は、送り軸１４を加工開始位置から
目標ねじ深さまで送り動作させる間、送り軸１４の現在位置からの残送り量Ｄｒを逐次検
出し、検出の都度、残送り量Ｄｒを数値制御部１６に通知する。
【００８１】
　数値制御部１６は、残回転量Ｓｒと残送り量ＤｒとねじピッチＰとに基づき、主軸１２
と送り軸１４との同期運転の同期誤差を計算する同期誤差計算部６２を備える。同期誤差
計算部６２は、主軸制御部１８から通知された主軸１２の残回転量Ｓｒ（ｒｅｖ）と、送
り軸制御部２２から通知された送り軸１４の残送り量Ｄｒ（ｍｍ）と、ねじピッチＰ（ｍ
ｍ／ｒｅｖ）とを用いて、主軸１２と送り軸１４との同期誤差Ｅを下記の式により計算す
る。
　同期誤差Ｅを主軸１２の回転量に換算して計算する場合：
　　Ｅ（ｒｅｖ）＝Ｓｒ－Ｄｒ／Ｐ
　同期誤差Ｅを送り軸１４の送り量に換算して計算する場合：
　　Ｅ（ｍｍ）＝Ｓｒ×Ｐ－Ｄｒ
【００８２】
　上記構成を有する制御装置６０では、数値制御部１６が主軸１２及び送り軸１４のフィ
ードバック制御を行わない構成であっても、数値制御部１６の同期誤差計算部６２は、主
軸１２と送り軸１４との同期誤差Ｅを求めることができる。したがって制御装置６０によ
れば、フィードバック制御を実行する主軸制御部１８及び送り軸制御部２２の上位コント
ローラである数値制御部１６が、主軸１２と送り軸１４との同期誤差Ｅを、タップ加工の
実行中に常に把握ないし管理でき、以て、タップ加工制御の信頼性を向上させることがで
きる。
【００８３】
　制御装置６０の数値制御部１６は、同期誤差計算部６２が求めた同期誤差Ｅを表示装置
６４に表示させる表示制御部６６を備えることができる。この構成によれば、工作機械が
タップ加工を実行している最中に、オペレータが同期誤差Ｅを逐次確認でき、以て、同期
誤差Ｅに応じた対策を迅速に遂行することが可能になる。
【００８４】
　制御装置６０においては、タップ加工の戻り動作を制御する間も同様に、数値制御部１
６の同期誤差計算部６２が、主軸１２と送り軸１４との同期誤差Ｅを計算することができ
る。この場合、前述したように数値制御部１６が、タップ加工が目標ねじ深さに達したと
判断したときに、送り軸指令出力部２８は、プログラム解釈部２４が解釈したタップ加工
プログラムＰの指令値から、目標ねじ深さに相当する送り軸１４の総戻り送り量Ｄ０′（
ｍｍ）とねじピッチＰ（ｍｍ／ｒｅｖ）とを取得して、これら総戻り送り量Ｄ０′とねじ
ピッチＰとを送り軸指令ＣＦとして送り軸制御部２２に送る。通常、総戻り送り量Ｄ０′
は総送り量Ｄ０に一致する。
【００８５】
　送り軸制御部２２の送り動作制御部５４は、主軸１２の戻り動作の回転位置ＦＢＳと、
ねじピッチＰと、送り軸１４の戻り動作の送り位置ＦＢＦとに基づき、送り軸１４の戻り
送り動作を制御する。送り軸制御部２２の残送り量検出部５６は、総戻り送り量Ｄ０′と
送り位置ＦＢＦとに基づき、現在位置から戻り完了位置に至るまでの送り軸１４の残戻り
送り量Ｄｒ′を検出する。主軸制御部１８の残回転量検出部３４は、主軸１２を目標ねじ
深さから戻り完了位置まで戻り動作させる間、主軸１２の現在位置からの残戻り回転量Ｓ
ｒ′を逐次検出し、検出の都度、残戻り回転量Ｓｒ′を数値制御部１６に通知する。送り
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軸制御部２２の残送り量検出部５６は、送り軸１４を目標ねじ深さから戻り完了位置まで
戻り送り動作させる間、送り軸１４の現在位置からの残戻り送り量Ｄｒ′を逐次検出し、
検出の都度、残戻り送り量Ｄｒ′を数値制御部１６に通知する。数値制御部１６の同期誤
差計算部６２は、主軸１２の残戻り回転量Ｓｒ′と送り軸１４の残戻り送り量Ｄｒ′とね
じピッチＰとを用いて、主軸１２と送り軸１４との同期誤差Ｅ（Ｅ＝Ｓｒ′－Ｄｒ′／Ｐ
又はＥ＝Ｓｒ′×Ｐ－Ｄｒ′）を計算する。
【００８６】
　上記した制御装置１０、５０、６０の構成は、主軸１２と送り軸１４との同期運転を制
御する工作機械の制御方法として記述できる。この制御方法は、制御装置１０、５０、６
０が、加工開始位置から目標ねじ深さに至る間の主軸１２の総回転量Ｓ０と最高回転速度
Ｖ０とをタップ加工プログラムＰから取得するステップと、最高回転速度Ｖ０を目標値と
する速度制御により加工開始位置から主軸１２を最大能力で加速回転させるステップと、
最大能力での加速回転中に主軸１２の回転位置フィードバック値ＦＢＳに基づき主軸１２
の最大加速度Ａ０を検出するステップと、総回転量Ｓ０と回転位置フィードバック値ＦＢ
Ｓとに基づき、現在位置から目標ねじ深さに至るまでの主軸１２の残回転量Ｓｒを検出す
るステップと、回転位置フィードバック値ＦＢＳに基づき主軸１２の現在速度Ｖｃを検出
するステップと、最大能力での加速回転の後に、速度制御により主軸１２を減速回転させ
て予め定めた中間回転速度Ｖｉに到達させるステップと、主軸１２が中間回転速度Ｖｉに
到達した後に、最大加速度Ａ０と残回転量Ｓｒと現在速度Ｖｃとに基づき、位置制御によ
り主軸１２を最大能力で減速回転させて目標ねじ深さに到達させるステップとを備え、主
軸１２を中間回転速度Ｖｉに到達させるステップは、減速回転のための速度指令Ｃｖを、
残回転量Ｓｒと現在速度Ｖｃとを用いて逐次更新し、主軸１２を中間回転速度Ｖｉに到達
させたときの残回転量Ｓｒが、位置制御の下で目標ねじ深さに到達するまでの主軸１２の
位置決め回転量Ｓｐｏｓと等しくなるように、逐次更新される速度指令Ｃｖにより主軸１
２を減速回転させるステップを含むものである。このとき、主軸１２を目標ねじ深さで停
止させるように構成できる。或いは、主軸１２を目標ねじ深さで停止させないように構成
できる。
【００８７】
　また上記制御方法は、制御装置１０、５０、６０が、目標ねじ深さから戻り完了位置に
至る間の主軸１２の総戻り回転量Ｓ０′と最高戻り回転速度Ｖ０′とをタップ加工プログ
ラムＰから取得するステップと、最高戻り回転速度Ｖ０′を目標値とする速度制御により
、目標ねじ深さから、又は目標ねじ深さよりも予め定めた回転数だけ戻った初期戻り位置
から、主軸１２を最大能力で加速逆回転させるステップと、主軸１２が目標ねじ深さから
加速逆回転する間の逆回転の最大加速度Ａ０′を検出又は取得するステップと、総戻り回
転量Ｓ０′と主軸１２の回転位置フィードバック値ＦＢＳとに基づき、現在位置から戻り
完了位置に至るまでの主軸１２の残戻り回転量Ｓｒ′を検出するステップと、回転位置フ
ィードバック値ＦＢＳに基づき主軸１２の逆回転の現在速度Ｖｃ′を検出するステップと
、最大能力での加速逆回転の後に、速度制御により主軸１２を減速逆回転させて予め定め
た中間戻り回転速度Ｖｉ′に到達させるステップと、主軸１２が中間戻り回転速度Ｖｉ′
に到達した後に、逆回転の最大加速度Ａ０′と残戻り回転量Ｓｒ′と逆回転の現在速度Ｖ
ｃ′とに基づき、位置制御により主軸１２を最大能力で減速逆回転させるとともに戻り完
了位置で停止させるステップとを備え、主軸１２を中間戻り回転速度Ｖｉ′に到達させる
ステップは、減速逆回転のための速度指令Ｃｖ′を、残戻り回転量Ｓｒ′と逆回転の現在
速度Ｖｃ′とを用いて逐次更新し、主軸１２を中間戻り回転速度Ｖｉ′に到達させたとき
の残戻り回転量Ｓｒ′が、位置制御の下で戻り完了位置で停止するまでの主軸１２の位置
決め戻り回転量Ｓｐｏｓ′と等しくなるように、逐次更新される速度指令Ｃｖ′により主
軸１２を減速逆回転させるステップを含むものである。
【００８８】
　これら制御方法によれば、前述した制御装置１０、５０、６０の効果と同等の効果が奏
される。
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【符号の説明】
【００８９】
　１０、５０、６０　　制御装置
　１２　　主軸
　１４　　送り軸
　１６　　数値制御部
　１８　　主軸制御部
　２０　　回転検出部
　２２　　送り軸制御部
　２６　　主軸指令出力部
　２８　　送り軸指令出力部
　３０　　初期動作制御部
　３２　　最大加速度検出部
　３４　　残回転量検出部
　３６　　現在速度検出部
　３８　　減速動作制御部
　４０　　位置決め動作制御部
　５２　　送り検出部
　５４　　送り動作制御部
　５６　　残送り量検出部
　５８　　位置認識部
　６２　　同期誤差計算部
　６６　　表示制御部

【図１】 【図２】
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【図５】 【図６】
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【図７】 【図８】

【図９】 【図１０】
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